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評価調査結果要約表 

 

                                                        
1 途上国における森林減少と劣化の抑制や持続可能な森林経営などを推進することにより、森林からの温室効果ガス

（GHG）の排出量削減あるいは森林吸収量を増大させる活動にインセンティブを与える気候変動対策。 

1. 案件の概要 

国名：インドネシア国 案件名：日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロ

ジェクト 分野：森林・自然保全 

所轄部署：地球環境部森林・自然保全グループ 協力形態：技術協力プロジェクト 

協力期間： 

 

（R/D）2013 年 2 月 4 日 

（改定 R/D） 2016 年 6 月 13 日 

 

 

2013 年 6 月〜2018 年 6 月（5 年間） 

* 当初の協力期間は 3 年間だったが、2016 年 6 月に

R/D を改定し、協力期間を 2 年間延長。 

協力金額：約 9 億円  

日本側協力機関：林野庁 

先方実施機関：環境林業省 

他の関連協力： 

技術協力プロジェクト： 

 インドネシア泥炭湿地林周辺泥炭湿地林周辺地域に

おける火災予防のためのコミュニティ能力強化プロ

ジェクト（2010〜2015） 

 （科学技術）インドネシア国泥炭・森林における火災

と炭素管理プロジェクト（2009〜2014） 

1-1 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」）は、ブラジル、コンゴ民主共和国に次ぐ世界第3位の熱帯雨林

保有国（世界の約10％）であり、野生動植物の宝庫として高いバイオマスを保持していることから、地球上の

豊かな生物多様性を支えている。近年では、気候変動対策、特に炭素固定の観点からも、この豊かな森林生態

系の持つ機能の保全と回復の重要性が国際的にも注目されている。 

しかしながら、1970年代前半から同国の社会・経済発展に伴い、1）農地開発、オイルパーム・プランテーショ

ンの造成拡大を始めとする土地利用転換、2）違法伐採、森林火災等による森林減少と劣化という断続的な圧

力は年々高まり、この圧力の軽減を図ると共に、その機能回復に関する包括的な対策の推進が喫緊の課題と

なっている。インドネシアは、REDD+1を森林減少と劣化対策の有効な手段として捉え、UN-REDD等の支援を

受け、国家REDD+戦略の策定、REDD+や温室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）排出量の測定・報告・検証

（Measurement, Reporting and Verification: MRV）を所管する組織を整備し、資金メカニズムの積極的かつ戦略

的な導入の検討を進めている。 

このような同国の状況を受け、JICAは2013年から日本インドネシアREDD+実施メカニズム構築プロジェク

ト（IJ-REDD+）を開始し、西カリマンタン州および中央カリマンタン州における準国レベルのREDD+実施メ

カニズム構築プロセスへの技術協力支援を実施してきた。本プロジェクトは、当初3年間の実施予定であった

が、2015年3月に中間レビュー調査が実施され、REDD+を取り巻く国際的な潮流の変化やインドネシア政府の

省庁再編の影響を考慮して、プロジェクト期間を2年間延長することが提言された。この提言を受けて、2013

年に署名されたR/Dが改定され、2018年6月までプロジェクト期間が延長されることとなった。2018年6月に本

プロジェクトが終了するにあたり、改定された討議議事録（R/D）に基づいてインドネシア側と合同で評価を

行うこととなった。 
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2 2013 年 6 月〜2018 年 6 月 
3 2013 年 6 月〜2018 年 1 月 
4 2013 年 6 月〜2017 年 8 月 
5 2013 年 6 月〜2017 円 12 月 
6 JICA 為替レート：IDR 1＝ JPY 0.00878（2014 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.00927（2015 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.00853

（2016 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.008427（2017 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.00824 （2017 年 12 月）） 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

  プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国レベルの REDD+体制整備において活用される。 

 

(2) プロジェクト目標 

  西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニズムが構築される。 

 

(3) 成果（アウトプット） 

成果 1：西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。 

成果 2：グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが形成される。 

成果 3：中央カリマンタン州において、州レベルの炭素モニタリング能力が向上する。 

成果 4：西カリマンタン州において、森林・土地火災抑制に係る温室効果ガスの排出削減活動が集結され

る。 

成果 5：国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照される。 

 

(4) 投入（終了時評価調査時点） 

（日本側） 専門家派遣： 233.3 M/M（長期専門家2166.6 M/M（6 人）、短期専門家366.7 

M/M （34 人）） 

 本邦研修： 100 人（58.8 M/M）4 

 供与機材： 約 12 億インドネシアルピー5（SESAME 機器、自動車、オー

トバイ、プロッター、コンピューター、GPS 等 

 現地活動費： 308 億インドネシアルピー（約 2.6 億円）6 

   

(インドネシア側) カウンターパートの配

置： 

全体統括 

全体的な技術・調整監督 

技術面の全体的なアドバイザー 

プロジェクトダイレクター 

プロジェクトマネージャー 

実施ユニット：西カリマンタン州および中央カリマンタン

州の REDD+関係機関、グヌンパルン国立公園事務所、

環境林業省生態系・自然資源保全総局森林保全環境

サービス局 

ナショナル・コーディネーター 

 その他： 専門家とナショナルスタッフ用執務室の提供（ジャカルタ

環境林業省内、西カリマンタン州政府内、グヌンパル
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7 2017 年以降 
8 2013 年〜2016 年 

ン国立公園事務所内、西カリマンタン州クタパン県事

務所内7、パランガラヤ大学内8） 

環境林業省、グヌンパルン国立公園、西カリマンタン州の

カウンターパートにかかる旅費や謝金等の費用 

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 23 回締結国会議

（Conference of the Parties: COP23）へ参加するための

旅費や環境林業省によるプロジェクト活動のモニタ

リングのための旅費 

 

 

2. 終了時評価調査団の概要 

調査者  
＜日本側＞ 
氏名 担当業務 所属 
鈴木 和信 総括 JICA 地球環境部自然環境第一チーム 課長 

入山 仁史 協力企画 JICA 地球環境部自然環境第一チーム 特別嘱託 
南村 亜矢子 評価分析 合同会社 適材適所 コンサルタント 
 

＜インドネシア側＞ 
氏名 担当業務 所属 

Dr. Edi Sulistyo 総括 
Deputy Director, Evaluation Division,  
Kalimantan Ecoregion Development Control Center, 
MoEF 

Ms. Ikeu Sri 
Rejeki メンバー PhD Candidate 

Bogor Agriculture University (IPB) 
Mr. Hendra 
Permana メンバー Staff of Inter-Regional Cooperation 

Bureau for International Cooperation, MoEF 
 

調査期間 2018 年 1 月 14 日～2 月 3 日 調査種類：終了時評価調査 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1) 成果 1：西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。＜達成見込み＞ 
プロジェクト期間の前半では、プロジェクトは準国レベルの REDD+の枠組み構築のために必要な基礎情報

の収集や、ワークショップ等の啓発活動通じて関係者の REDD+に関する理解促進に努めてきた。このような

取組みは、REDD+の実施メカニズムを構築するための土台となり、2016 年以降、州森林参照排出レベルの設

定、州 REDD+戦略の改定、CO2排出量モニタリング体制の構築などの主だった成果発現につながった。残り

の協力期間において、西カリマンタン州の CO2 排出モニタリング報告書が年次で作成される体制を確立する

ことと、州セーフガード情報システムの設計を完了する必要がある。 
 
(2) アウトプット 2：グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが形成される。 

＜達成見込み＞ 

  中間レビュー以降、成果 2 では REDD+の実施に貢献するグヌンパルン国立公園の管理体制強化を目指した

活動に重点が置かれてきた。特に、国立公園の体系的な管理能力の向上、地域住民との協働管理体制の強化

（RBM の強化）、生物多様性に関する体系的な情報収集システム（SMART システム）、ランドスケープ協議
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9 グヌンパルン国立公園のフィールド事務所へのインタビュー結果より。 
10 合同終了時評価報告書（英文）を作成した時点では未解決であったが、2 月 2 日にはこの問題は解決されたと報告され

た。 
11 西カリマンタンクタパン県の県作業グループへのインタビューより。 

会の強化に重点が置かれた。残りの協力期間では、SMART システムのデータ管理の強化（特にデータチェッ

クとクリーニングや収集データを国立公園管理に活用する能力）とランドスケープ協議会の活性化に取組む

必要がある。 

成果 2 の活動で実施されたファシリテーション研修はグヌンパルン国立公園の職員にとって非常に有益で

あることが確認された。研修前、国立公園職員と地域住民の関係は芳しくなかったが、研修後、国立公園の職

員のコミュニケーションスキルが劇的に向上し、地域住民との信頼関係やパートナーシップが構築されるよ

うになった。この結果、グヌンパルン国立公園が実施している地域住民向けの生計向上プログラムの促進に

もつながっている。またグヌンパルン国立公園では、公園内における違法伐採が減少したと見ている9。この

ような効果が見られており、残りの協力期間で強化された能力が効果的に活用され、他の職員にも共有・普及

するように取組むことが大いに期待される。 

 

(3) アウトプット 3：中央カリマンタン州において、州レベルの炭素モニタリング能力が向上する。 

＜達成見込み＞ 

中央カリマンタン州では、2009 年〜2014 年に実施された「（科学技術）泥炭・森林における火災と炭素管理

プロジェクト」で開発された手法をベースに SESAME の観測データを活用した新しい炭素モニタリング手法

を実践しており、その手法をまとめた実務者向けのガイドブックも整備された。プロジェクトでは、ワーク

ショップやセミナーを通じて泥炭地における観測報告・検証（MRV）の実施も促進してきた。こうした活動

を通じて、中央カリマンタン州における炭素モニタリング能力が向上したといえる。プロジェクトで供与し

た SESAME2 基の観測データにアクセスできない問題は、SESAME のメーカー企業と連絡をさらに取ること

によって早急に解決され10、プロジェクト終了までに SESAME からのデータが関係者間で広く共有・活用さ

れることが望まれる。さらに、関係者、特に州政府が炭素モニタリングのデータを政策や計画策定に活かすこ

とが望ましいため、データの活用を今後も促進していく必要がある。 

 

(4) 成果 4: 西カリマンタン州において、森林・土地火災抑制にかかる温室効果ガスの排出削減活動が集結さ

れる。＜一部達成見込み＞ 

これまで対象 4 郡 21 村の森林・土地火災予防に関する活動計画が策定され、さらに将来プロジェクト実施

のインパクトを測定する目的で、選定した対象 6 村における火入れの実施状況や火災抑制状況に関するベー

スライン調査が実施されてきた。県作業グループのメンバーは、プロジェクト活動を通じて計画策定能力を

向上させており、これによって県で策定した様々な計画の整合性をチェックできるようになった11。一方、コ

ミュニティレベルで成果 4 に関する活動が開始されてから 7 ヵ月しか経過していないため、上記に述べた 2

つの指標は満たされているものの成果 4 が本来目的としている「森林・土地火災抑制にかかる温室効果ガス

の排出削減活動の集結」の実現にはまだ時間を要し、同時に西カリマンタン州におけるホットスポット数の

減少への貢献にも時間を要するため、成果 4 の達成度は「一部達成見込み」と判断した。 

 

(5) 成果 5: 国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照される。 

＜達成見込み＞ 
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12 REDD+にはセーフガードと REDD+実施のための資金も考慮される必要があるため、インドネシア関係者は今後もさらに

REDD+の実施促進のために取組むべき項目がある点に留意すべきである。 
13 インドネシア政府はノルウェー政府と 10 億米ドルの段階的資金の拠出を伴う REDD+準備および実施に関する覚書

（Letter of Interest: LOI）を 2015 年 10 月に締結した。 
14 グヌンパルン国立公園で操業しているパームオイル会社が CSR 資金の提供を申し出ている。新省令の「森林保全に関す

る炭素サービス」が承認されれば、このような CSR 資金も森林保全に対する公式な企業貢献として認可されることにな

る。 
 

これまでに中央政府と西カリマンタン州の間で情報が共有され、国レベルの REDD+実施メカニズムの構築

過程に本プロジェクトの成果が参照・活用され、今後も引き続き活用されると考えられる。森林保全に関する

調査結果が予定どおり 2018 年 5 月までに終了し、その結果が REDD+関係者にも広く共有されることが望ま

れる。 

 

(6) プロジェクト目標：西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニズムが

構築される。＜達成見込み＞ 

  指標をベースにプロジェクト目標の達成度を検証すると、上述した結果からプロジェクト終了までに全て

の指標を満たすことは難しいように思われる。しかし、終了時評価調査の結果、西カリマンタン州では州森林

参照排出レベルの設定、州 REDD+戦略の改定、CO2排出モニタリング体制の構築等にみられるように、同州

における REDD+実施メカニズムが構築されてきたといえる。中央カリマンタン州でもプロジェクトによって

精緻化された手法を活用して現場レベルでの炭素モニタリングが実践されている。このような顕著な成果が

みられることから、両州における REDD+実施メカニズムが構築されていると判断できるため、プロジェクト

終了の 2018 年 6 月までにプロジェクト目標は達成されると判断した12。 

 

(7) 上位目標：プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国レベルの REDD+体制整備におい

て活用される。＜現時点では判断できない＞ 

今後、西カリマンタン州が REDD+メカニズムの資金を申請することが期待されている。現時点で申請可能

な資金は、1）緑の気候基金（Green Climate Fund: GCF）の資金（GCF による成果支払いによるパイロットプ

ログラム）、2）ノルウェー政府の拠出による 10 億米ドルの REDD+基金13、3）CSR 資金14である。 

西カリマンタン州が準国レベルの REDD+として REDD+メカニズムの資金を獲得するかどうかは、終了時評

価時点では未定である。 

（*: 現地調査最終日に環境林業省でノルウェー政府提供の REDD+資金の運用方法を検討している担当部署にヒアリ

ングしたところ、基金運用の省令は既に作成済であり、上位レベルの法的枠組みとなる大統領令の承認を待っている段

階とのことであり、これが承認されれば REDD+メカニズムによる資金の獲得の可能性が高まる。） 

 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

  プロジェクトの妥当性は高いと判断した。本プロジェクトは、国家政策や国家計画において炭素排出量削減

やREDD+実施のための国および地方レベルでの取組みに重点を置いているインドネシア政府の政策や計画と

整合している。具体的には、2010 年 12 月に発行された「温室効果ガス排出削減にかかる国家計画 2010-2020

（RAN-GRK）」や 2014 年 1 月発行の「州温室効果ガス削減行動計画（RAD-GRK）」、2016 年 11 月発行の「イ

ンドネシア国が決定する約束草案（仮訳）第 1 版（First Nationally Determined Contribution Republic of Indonesia）」

に示される方針や計画に整合している。 
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  本プロジェクトは日本政府の政策とも整合している。日本の「対インドネシア共和国国別援助計画（2012年

4月）」では、3つの重点分野（中目標）を設定しており、そのひとつに「アジア地域および国際社会の課題へ

の対応能力向上のための支援」を設定している。本プロジェクトは、この重点分野における環境保護・気候変

動プログラムの枠組みで実施されている。 

  また、REDD+の政府関連機関は、炭素排出量の削減を責務として REDD+関連の活動を推進しており、

REDD+のメカニズムの体制整備に適用できる気候変動関連の知識や実用的なスキルを強化する必要があっ

た。コミュニティレベルでは、違法伐採、森林の農地転換、土地・森林火災の発生が多くみられるため、コミュ

ニティレベルにおける森林保全と火災予防に関する啓発に力を入れ、政府機関とコミュニティ間での協働体

制を確立するニーズがあった。このように、プロジェクトはターゲットグループのニーズに合致している。 

中間レビュー調査の提言を受けて、プロジェクトの設計とプロジェクト期間はプロジェクト実施期間中に

変更された。これは、インドネシア政府の省庁再編（森林セクターの担当省庁の再編）だけでなく、国際社会

やインドネシアにおいて REDD+を取り巻く環境の変化に対応するためであった。プロジェクトの設計の変更

に伴って指標も改訂されており、これら一連の改訂は妥当だったといえる。 

 

(2) 有効性 

  「3-1 実績の確認」で述べたように、総合的に、プロジェクト目標である「西カリマンタン州および中央カ

リマンタン州において、REDD+の実施メカニズム構築される」という目標は、プロジェクト終了までに達成

されると判断した。また、設定されている 5 つの成果は全て準国レベルにおける REDD+の実施メカニズムの

構築に貢献している。具体的には、西カリマンタン州における準国レベルの REDD+枠組み整備（成果 1）、グ

ヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルの形成（成果 2）、中央カリマンタン州におけ

る炭素モニタリング能力の向上（成果 3）は、REDD+実施メカニズムの構築に直接貢献している。西カリマン

タン州における森林・土地火災の予防活動（成果 4）は、炭素排出を削減する重要な取組みのひとつとして認

識されている。プロジェクト成果を国レベルの REDD+実施メカニズムの整備プロセスに反映させること（成

果 5）は、準国レベルの REDD+と国レベルの REDD+の整合に貢献するといえる。プロジェクト開始からこれ

までプロジェクトの効果に影響を及ぼす外部要因はみられなかった。以上のことから、プロジェクトの有効

性は高いと判断した。 

 

(3) 効率性 

  プロジェクトの効率性は比較的高いと判断した。「3-1. 実績の確認」で述べたように、土地・森林火災制御

活動に焦点を当てた成果 4 の活動の開始時期が遅延したために、成果 4 の達成度は当初想定したほどは高く

はないが、全般的にプロジェクトは期待された成果を産出する見込みと判断した。 

 本邦研修の実施、機材調達等の投入の量・質は適切であった。しかしながら、プロジェクトの前半には JICA

専門家とカウンターパートのコミュニケーションに課題が確認されたことや、REDD+の国際的な潮流の変化

に伴う R/D の改定とその手続きに時間を要したこと、さらに専門家の派遣手続きに時間を要したことが、プ

ロジェクト全体の効率性に少なからず影響を及ぼした。長期専門家の投入のタイミングの遅れ対しては、調

査団ベースで専門家を派遣することでプロジェクトの進捗の遅れを最小減に留めた。また、過去の JICA の技

術協力事業の成果（アセット）をプロジェクト活動で活用した点は、プロジェクトの効率性を高めることに貢

献している。 
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15 「3-1. 実績の確認」の「（7）上位目標」の注で示したように、ノルウェー政府との LOI による REDD+基金の運用規定

を盛り込んだ省令が間もなく発出される予定であり、その後この資金へアクセスできる可能性が高まると考えられる。 

(4) インパクト 

  現時点での判断は困難である。プロジェクトの上位目標は「プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカ

ニズムが国レベルの REDD+体制整備において活用される」であり、環境林業省気候変動総局は西カリマンタ

ンの州作業グループと州 REDD+の実施メカニズム構築のプロセスを共有し、この情報を REDD+に関する省

令の策定に活用してきた。この観点から上位目標は達成される可能性が高いといえる。ただし、指標は「プロ

ジェクトで開発された REDD+モデルが REDD+メカニズムの資金を獲得する」と設定されており、現時点に

おいて、準国レベルとして西カリマンタン州が REDD+実施のための資金を獲得するかどうかは判断できない

15。西カリマンタン州が REDD＋資金に申請するかは不確実であり、申請のためには外部/国際的な支援が必要

だと思われる。 

グヌンパルン国立公園で実施されたファシリテーションスキルに関する研修の効果が中央レベルでも参照

され、環境林業省の研修機関が研修講師用のマニュアルを開発するというインパクトが確認できた。また成

果 3 で作成された泥炭地における炭素排出モニタリングのガイドブックは、国レベルにおける泥炭地の CO2

排出モニタリングシステムの構築にも活用されている。 

 

(5) 持続性 

    持続性は、関連政策はすでにあることから政策・制度面では持続性の確保は十分に期待できるが、政策を

支える組織・財政面について未確定事項があるため、これ等に鑑み総合的に判断して中程度と評価した。 

 

■ 政策・制度面 （高い） 

  気候変動および森林保全に関する政策は、「（1）妥当性」で示したように、現在でもインドネシア政府で

維持されており、政策面の持続性に問題はない。終了時評価時点では、環境林業省において REDD+に関す

る省令（あるいはガイドライン）や森林保全に関する炭素サービスの省令を策定中であった。したがって、

制度面の持続性も確保されると考えられる。 

 

■組織・財政面（比較的高い/判断できない） 

  全般的にインドネシアの REDD+関係者は REDD+実施を継続的な推進していくことに対して強いコミット

メントを示しており、同政府も REDD+の実施に対して強くコミットメントしている。州レベル、グヌンパル

ン国立公園事務所も REDD+推進に向けて強い取組み姿勢を示している。したがって、REDD+関係機関におい

て REDD+メカニズムに関する必要な人材が継続的に配置される考えられるため、組織面の持続性は高いとい

える。ただし、県での活動が開始されて 1 年しか経過していないため、組織面の持続性を検証するためにはさ

らに時間が必要である。 

財政面の持続性を確保するためには、緑の気候基金（GCF）、ノルウェー政府支援の REDD+基金、CSR 資

金、あるいはその他の REDD+の資金メカニズムにアクセスする必要がある。西カリマンタン州が REDD＋資

金へアクセスするためには、今後も引き続き国際機関等の外部支援が必要である。 

 

■ 技術面（判断できない） 

  技術面の持続性を確保するためには、いくつかの検討事項が残されている。 
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準国レベルの REDD+実施メカニズム構築に関しては顕著な成果が確認されているが、REDD+の実施にはま

だ取組むべき課題があり、西カリマンタン州には継続的な努力が望まれる。ただし REDD+に関する国際的な

議論は常に進化しているため、西カリマンタン州にとって、このような国際的な潮流を常に理解・把握し、イ

ンドネシアの状況に適応した助言を提供できる外部専門家の支援が必須だと考えられる。 

グヌンパルン国立公園で技術面の持続性を確保するためには、残りの協力期間で SMART システムにおけ

るデータのチェック、データ加工やデータ分析のスキルを強化することと、プロジェクトで強化したファシ

リテーションスキルを他の職員も活用できるように共有・普及する必要がある。 

 

3-3. 効果発現に貢献した主な要因 

(1) 計画内容に関すること 

  特になし。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

 本プロジェクトでは、西カリマンタン州で実施された JICA 技術協力による「泥炭湿地林周辺地域にお

ける火災予防のためのコミュニティ能力強化プロジェクト」（2010～2015）や中央カリマンタン州で実

施された科学技術協力案件「泥炭・森林における火災と炭素管理」（2009～2014）の成果を活用してお

り、プロジェクトの効率性を高めた。 

 本プロジェクトの対象地域および対象者は広範囲にわたるため、プロジェクトの運営が難しかったが、

本プロジェクトでは、専門家による直接のコミュニケーションだけでなく、技術支援および調整業務

を支援するナショナルスタッフ（プログラムオフィサーやスタッフ）を各フィールド事務所に配置し、

インドネシア側と十分なコミュニケーションを図ってきた。これにより、特にプロジェクトの後半は

円滑なプロジェクト実施が可能となった。 

 

 

3-5. 結論 

プロジェクトは、これまで州森林排出参照レベルの設定、CO2排出モニタリング体制の確立、森林保全や火

災予防等を通じて、全般的に準国レベルの REDD+の枠組み構築を進めてきた。プロジェクト活動を通じて、

カウンターパートは REDD+関する知識を向上させ、REDD+関連の業務遂行能力を向上させてきた。活動の開

始が遅延したために効果発現までには時間を要する成果 4 を除けば、計画されていた成果（アウトプット）

は概ね達成される予定である。 

 

プロジェクトは、インドネシアのターゲットグループのニーズに合致しており、インドネシアおよび日本

の両政府の方針にも合致している。また REDD+を取り巻く国際的な潮流の変化に伴ってプロジェクトの設計

を変更し、プロジェクト期間を延長したことも適切であり、プロジェクトの妥当性は高いと判断した。プロ

ジェクト目標はプロジェクト終了の 2018 年 6 月までに達成見込みであり、5 つの成果（アウトプット）もプ

ロジェクト目標の達成に貢献しているため、プロジェクトは、準国レベルの REDD+の枠組みを整備する点で

有効だったといえる。プロジェクトの成果の達成度、適切な投入の量・質、JICA の他事業の成果活用面で効

率性は認められた。プロジェクトの進捗に影響を及ぼした要因がいくつか特定されているため、プロジェク

トの効率性は、比較的高いと判断した。インパクトの発現のためには、今後、REDD+や森林保全の役割に関
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する省令が策定・施行され、西カリマンタン州が準国レベルの REDD+として REDD+メカニズムの資金を獲

得することが望まれる。政策および制度面の持続性は確保され、組織面の持続性はある程度確保される見込

みである。一方で、財政面および技術面の持続性においては、今後満たされる条件や今後必要な取組みがある

と終了時評価団では判断した。 

 

3-6. 提言 

プロジェクト期間終了までに対応すべき事項 

(1) プロジェクト終了後の持続的な活動実施に向けた継続的な議論 

本プロジェクトにおける西カリマンタン州での成果を踏まえ、今後同州の REDD+の活動が継続的に実施さ

れ、発展していくことが必要である。そのため、残りの期間、国際ドナーや NGO 等との議論を継続的に実施

する。 

 

(2) 西カリマンタン州年次 CO2排出モニタリング報告書の作成 

西カリマンタン州の CO2排出モニタリング報告書初版が 2018 年 2 月に発行される予定であり、今後、年

次報告書を作成するための州レベルの作業グループの十分な能力と組織的な対応能力を向上させるため、プ

ロジェクトは SOP を作成予定である。この実施要領に沿って、終了時までに年次 CO2排出モニタリング報

告書を作成する。 

 

(3) グヌンパルン国立公園における普及技術向上のための研修（ToT）実施 

グヌンパルン国立公園ではプロジェクトで習得した技術を積極的に普及していく職員が必ずしも多くない

ことが判明した。公園職員と地域住民の関係強化に向け、プロジェクトで習得した技術の普及は不可欠であ

る。プロジェクトは今後公園職員の技術普及がプロジェクト終了後も継続されるようにグヌンパルン国立公

園の研修（ToT）実施を支援する。 

 

(4) グヌンパルン国立公園における SMARTシステムのデータ管理と利用 

本プロジェクトにおいて、グヌンパルン国立公園の職員は SAMRT システム活用したデータ・情報収集の

能力を向上させた。プロジェクト終了時までに、プロジェクトはデータの確認や収集されたデータ整理など

を行う職員の配置など、組織的な対応能力強化を支援し、データがシステムとしてグヌンパルン国利公園で

管理されることを目指す。さらに、データの加工や分析のための職員の能力強化を図り、パトロール計画な

どの活動に反映されるように支援する。 

 

(5) フォーラム SAGURA（ランドスケープ協議会）に係る定期的な会合実施 

今回の終了時評価において、ランドスケープ協議会の活動を活性化させる決定がされたことを確認した。

今後プロジェクト終了時までに、森林の保全・管理に関係する利害関係者間の連携と協調を強化に向けた取

り組みを継続させるために、プロジェクトは、グヌンパルン国立公園がランドスケープ協議会を定期的に実

施するように支援する。 

 

(6) 中央カリマンタン州における CO2排出のデータ収集と利用の促進 



 

x 
 

 

 

                                                        
16 前述のように、現地調査の最終日に SESAME のデータが技術評価応用庁に転送されるようになったことが確認できたた

め、この点は既に解決済である。 

日本の民間企業開発の SESAME のデータが現状インドネシア側に共有されておらず16、早急に、中央カリ

マンタン州に設置した 2 基の SESAME のデータが技術評価応用庁（BBPT）に転送され、それらデータが今

後の REDD+活動に活用されるようにプロジェクトは支援を行う。 

 

(7) 西カリマンタン州の対象村において火災対策のための SOP準備に関する議論 

終了時評価では、対象村の住民グループ等で構成される村落ファシリテーションチーム（VFT、あるいは

インドネシア語で TPD）が泥炭火災消火に貢献したことを確認したが、その一方で現場での報告体制が明確

に規定されていないため、SOP の整備が必要であるとの問題意識があることも同時に確認した。この点にお

いて、プロジェクトは、県作業グループと協力して既存の SOP が VFT/TPD と共有・普及されるように支援

する。必要に応じて SOP の改定の活動についても現行の SOP に含めることを検討する。  

 

(8) 終了時評価調査団からの提言の共有と実施 

  プロジェクトは、終了時評価団からの提言を合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）のメン

バー等と早急に共有し、プロジェクトが終了する 2018 年 6 月までに必要な措置を取ること。 

 

3-7. 教訓 

(1) REDD+をとりまく国際社会の動向は刻々と変化しているため、常に正確な情報を収集・分析し、プロ

ジェクト活動に反映することが重要である。REDD+の国際動向に詳しく、関連情報をプロジェクト実

施に反映できるような人材の配置が必要である。 

 

(2) 本プロジェクトでは、JICA が過去に実施した 2 つの事業の成果を活用して、プロジェクト活動を推進

し、その結果、プロジェクトの効率性を高めることにつながった。このように、過去に実施した関連

事業がある場合、事業の効果的な実施や成果発現のために、それらの成果やアセット、また機材等を

有効に活用する。 
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第1章 合同終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の背景 
「日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）」

は、環境林業省（Ministry of Environment and Forestry: MoEF）、グヌンパルン国立公園（Gunung 

Palung National Park: GPNP）、中央および西カリマンタン各州政府の能力向上を通じて、西カリ

マンタン州と中央カリマンタン州において森林の劣化・減少等からの GHG 排出削減等（Reducing 

Emission from Deforestation and Forest Degradation：REDD+）17の実施メカニズムを構築すること

を目的に、2013 年 6 月に開始された二国間技術協力プロジェクトである。 

 

討議議事録（R/D）に基づいて、プロジェクト期間の終了まで 6 カ月となった 2018 年 1 月に

終了時評価を実施し、プロジェクトの実績を確認するとともに、評価 5 項目についてプロジェク

トを評価し、その結果を踏まえて提言と教訓をまとめることとなった。 

 

１－２ 調査目的 
本終了時評価調査の目的は以下のとおり。 

(1) 本事業の R/D、PDM および PO に基づいて、これまでのプロジェクト活動の進捗状

況、成果、目標の達成見込みを整理・確認する。 

(2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からプロジェクト

を評価する。 

(3) 上記の（1）と（2）の結果を踏まえ、プロジェクトの残り期間において重点を置くべき

活動や取り組むべき課題、プロジェクト終了後の成果の活用・持続性に関する提言の取

りまとめ、教訓の抽出を行い、カウンターパート機関と協議する。 
(4) 上記の調査結果を関係者間で合意し、協議議事録としてまとめ、署名する。 

 

１－３ 調査団の構成 
＜日本側＞ 

氏 名 担当業務 所属 

鈴木 和信 総括 JICA 地球環境部自然環境第一チーム 課長 

入山 仁史 協力企画 JICA 地球環境部自然環境第一チーム 特別嘱託 

南村 亜矢子 評価分析 合同会社 適材適所 コンサルタント 

 

＜インドネシア側＞ 

氏 名 担当業務 所属 

Dr. Edi Sulistyo 総括 Deputy Director, Evaluation Division,  
Kalimantan Ecoregion Development Control Center, MoEF 

                                                        
17 途上国における森林減少と劣化の抑制や持続可能な森林経営などを推進することにより、森林からの温室効果ガス

（GHG）の排出を削減あるいは森林吸収量を増大させる活動にインセンティブを与える気候変動対策。 
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氏 名 担当業務 所属 

Ms. Ikeu Sri Rejeki メンバー PhD Candidate 
Bogor Agriculture University (IPB) 

Mr. Hendra 
Permana メンバー Staff of Inter-Regional Cooperation 

Bureau for International Cooperation, MoEF 

 

１－４ 調査日程 
合同終了時評価調査は、2018 年 1 月 14 日から 2 月 3 日の日程で実施された。詳細は、合同

終了時評価調査報告書の Annex1 を参照。 
 

１－５ プロジェクトの概要 
１－１－１ プロジェクトの背景 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」）は、陸地面積の約 52％に相当する 9,400

万 ha の森林を有し、ブラジル、コンゴ民主共和国に次ぐ世界第 3 位の熱帯雨林保有国（世界

の約 10％）である。また、沿岸域のマングローブ林は世界第 1 位の面積を誇る。この豊かな

森林生態系には世界の約 20％（約 325,000 種）に相当する野生生物が生息し、貴重かつ豊か

な生物多様性を有している。しかしながら 1970 年代前半から森林開発、木材生産などが増

加した結果、1990 年代までの間、年間 2,000 万㎥もの大量の原木が切り出され、森林資源の

顕著な減少が世界的に問題視されるようになった。加えて、鉱業の発展や農業・プランテー

ションへの土地利用の転用、森林火災、さらに違法伐採等も森林の劣化や減少に拍車をか

け、1990 年から 2007 年の 17 年間において、インドネシアでは、年平均 187 万 ha の森林が

失われた。この状況が続けば、2022 年までに広大な熱帯雨林の優占するスマトラ、カリマン

タン島の森林生態系の 98％が喪失すると警告されている。インドネシアの温暖効果ガス

（Greenhouse Gas: GHG）排出量は、森林伐採や泥炭地の開発等による土地利用転換を含める

と、アメリカ・中国に次いで世界第 3 位に相当するといわれている。特に泥炭地における微

生物分解による GHG 排出量は、インドネシアにおける CO2総排出量の約 38％に相当し、地

球温暖化・気候変動対策の観点からも、泥炭地の適正管理を含めた森林減少・劣化の対策は

同国の喫緊の課題となっている。 

 

このような中、2007 年にバリ島で開催された国連気候変動枠組条約（United Nations 

Framework Convention on Climate Change: UNFCCC）の第 13 回締約国会議（Conference of the 

Parties: COP13）の場で、インドネシアは主要な熱帯林保有国と共に新たな枠組みの設置を提

唱した。この際に採択されたバリ行動宣言において「途上国の森林減少・劣化に由来する

GHG 排出の削減」（Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation: REDD+）の

重要性が位置付けられ、REDD+が 2020 年以降の新たな枠組みにおける気候変動緩和活動の

１つとして、条約下での開始に向けた交渉が進められている。こうした中で、各国における

自主的な取り組みが先行的に実施されており、インドネシアにおいても、ノルウェーや UN-

REDD 等の協力支援を受けながら、国家 REDD+戦略の策定、REDD+および計測・報告・検

証（Measurement, Reporting and Verification: MRV）を所管する組織を整備し、資金メカニズ
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ムの活用についても積極的に検討を進めている。また、カリマンタン島やスマトラ島などに

おいて REDD+実施の優先州を選定し、各ドナーや民間企業等による現場レベルでの REDD+

デモンストレーションが多く実施されている。 

 

JICA は「国家森林計画策定支援プロジェクト（2009 年 12 月から 2012 年 11 月）」の下で

「森林分野気候変動対策 REDD+実施支援調査」を実施し、REDD+対象地域の検討や森林劣

化の要因に係る分析を踏まえて、REDD+デモンストレーション事業の提案を行った。この結

果を受けて、インドネシア政府は、REDD+デモンストレーション活動を通じた REDD+実施

メカニズムの構築を目的とした技術協力を要請し、我が国はこれを採択した。また、2013 年

3 月には JICA と林業省（当時）の間で「森林分野における気候変動対策二国間協力に関する

共同宣言」が署名され、新規 REDD+案件の実施に向けて協力して取り組むことが合意され

た。本合意を受けて案件形成に向けた協議を行った結果、GHG 排出量が多く、その排出削減

対策が著しく遅れている西カリマンタン州において、現場検証活動（グヌンパルン国立公園

（Gunung Palung National Park: GPNP）を対象の 1 つとする）を通じた州レベルでの REDD+

実施メカニズムの構築支援がインドネシア政府より提案された。また、既に多くの REDD+

関連事業が実施されている中央カリマンタン州での調整や能力強化に係る支援を通じ、同州

における知見や成果を西カリマンタン州にて新たに実施する REDD+事業の展開に適用・活

用することが期待された。このような背景をベースに、2013 年 6 月から 3 年間の予定で「日

本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロジェクト」が開始された。 

 

2015 年 3 月に中間レビュー調査が実施され、REDD+を取り巻く国際的な潮流の変化やイ

ンドネシア政府の省庁再編の影響を考慮して、プロジェクト協力期間を 2 年間延長すること

が提言された。この提言を受けて、当初の R/D は 2016 年 6 月に改定され、プロジェクト協

力期間は 2018 年 6 月まで延長されることとなった。2018 年 6 月に本プロジェクトが終了す

るにあたり、改定された討議議事録（R/D）に基づき、インドネシア側と合同で終了時評価

調査を実施することとなった。 

 

１－１－２ プロジェクトの概要 

プロジェクト名： 日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロジェクト 

協力期間： 
2013年 6月～2018年 6月（5年間） 
* 当初予定は 2016年 6月までの 3年間の予定だったが、中間レビューの提言を受
けてプロジェクト協力期間は 2018年 6月までに延長された。 

実施機関： 

 監督機関（Supervisory agency）：環境林業省生態系・自然資源保全総局

（General Directorate of Ecosystem and Natural Resources Conservation, MoEF） 

 実施機関：環境林業省生態系・自然資源保全総局 森林保全環境サービス局

（Director of Environmental Service of Conservation Forests (DESCF), ENRC, 
MoEF）（全体と成果 5）、西カリマンタン州政府（成果 1）、中央カリマン

タン州政府（成果 3）、グヌンパルン国立公園事務所（成果 2）、西カリマ

ンタン州クタパン県（成果 4） 
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プロジェクトサイ

ト： 

成果 1：西カリマンタン州クタパン県、カヨンウタラ県、クブラヤ県、ムン

パワ県  

成果 2：西カリマンタン州グヌンパルン国立公園（GPNP）とそのランドス

ケープ 

成果 3：中央カリマンタン州 

成果 4：西カリマンタン州クタパン県の選定された 21 村 
成果 5: 環境林業省と REDD+関係者 

プロジェクト内容：  

 
上位目標： 

プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国レベルの REDD+
体制整備において活用される。 

 
プロジェクト目標: 

西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニ

ズムが構築される。 
 

成   果: 

成果 1：西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備さ

れる。 

 成果 2：グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが

形成される。 

 成果 3：中央カリマンタン州において、州レベルの炭素モニタリング能力が

向上する。 

 成果 4：西カリマンタン州において、森林・土地火災抑制に係る温室効果ガ

スの排出削減活動が集結される。 

 成果 5：国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果

が参照される。 
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第2章 評価の方法 

 

２－１評価の方法 
(1) 合同終了時評価調査の手法 
本合同終了時評価調査は、プロジェクトサイクル・マネジメント（Project Cycle 

Management）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix: PDM）を活用して、以下の手順で実施された。 

 

1）PDM に基づいて評価の枠組みをデザインする（評価グリッドの作成）。 

2）プロジェクトの実績と実施プロセスを中心としたデータを収集する。 
3）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」の観点（評価 5 項目、詳

細は後述）から収集データを分析する。 

4）分析結果からプロジェクトの残りの実施期間の活動に対する提言と類似案件へ活用で

きる教訓をまとめる。 

 

(2) 主な調査項目とデータ収集方法 
調査項目は、プロジェクトの実績、実施プロセスの確認、評価 5 項目の観点による評価に

分けられる。 

 

1）プロジェクトの実績の確認 

プロジェクトの投入実績、活動実績、成果（アウトプット）の現状、プロジェクト目標

と上位目標の達成見込みを確認・検証する。 

 
2）プロジェクトの実施プロセスの確認 

プロジェクトの実施過程を確認する。主な調査項目は、プロジェクトを円滑に実施する

ために工夫された点、モニタリングシステムの有無、プロジェクト関係者間の連携状況な

どである。 

 

3）評価 5 項目に基づく分析 

プロジェクトの実績と実施プロセスの確認を通じて収集した情報を元に、評価 5 項目の

1）妥当性、2）有効性、3）効率性、4）インパクト、5）持続性の観点からプロジェクト

を評価する。各評価項目の主な視点は次のとおり。 
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評価 5 項目と主な視点 

妥 当 性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先ならびに政策・方針との

整合性の度合いなど、援助プロジェクトの正当性・必要性を問う。 

有 効 性 

開発援助の目標の達成度合を測る尺度。プロジェクトの実施により、ターゲットグ

ループに便益がもたされているかを検証し、プロジェクトが有効であるかどうか

を判断する。 

効 率 性 
インプットに対するアウトプット（定性ならびに定量）を計測する。プロジェクト

の資源の有効活用という観点から効率的であったかどうかを検証する。 

インパクト 
上位目標の達成見込みを検証する。また開発援助によってもたらされる、より長期

的・間接的な効果や波及効果をみる。 

持 続 性 援助事業の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するかを問う。 

出所：2010 年 6 月「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」をベースに加筆。 

 

 

図 2-1  PDM と 5 項目評価の関係 
出所：2004 年 2 月「プロジェクト評価の手引き〜改訂版 JICA 評価ガイドライン」より 

 

２－２ 情報収集方法 
(1) 既存資料のレビューと分析 

プロジェクトに関する以下の既存資料をレビューし、情報分析に活用した。 
 
＜既存資料＞ 

 討議議事録（Record of Discussions, 以下「R/D」）—2013 年 2 月 4 日に署名・交換 
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 改定討議議事録（Amended R/D）— 2016 年 6 月 13 日に署名・交換 

 PDM－2013 年 2 月時点、改定 PDM— 2016 年 6 月付 

 事業事前評価表 

 詳細計画策定調査報告書 — 2013 年 2 月 

 プロジェクト業務進捗報告書 

 プロジェクト専門家業務完了報告書、指標の達成度等に関する資料など 

 

(2) プロジェクト関係者への質問票の配布 

現地調査に先立ち、評価分析団員がプロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関

する質問票を作成して事前に環境林業省、西カリマンタン州政府、中央カリマンタン州政

府、グヌンパルン国立公園等のカウンターパート・関係者、JICA 専門家に配布し、現地調査

開始前あるいは調査中に回収した。 

 

(3) プロジェクト関係者に対するインタビューの実施 

現地調査では回収した質問票の結果をベースにプロジェクト関係者へ個別にインタビュー

を実施し、プロジェクトの実績・実施プロセスを確認した。 

 

(4) 合同終了時評価調査報告書の作成と内容についての合意 

合同終了時評価調査の結果を「合同終了時評価調査報告書（英文）」としてまとめ、イン

ドネシア側と結果を協議し、合同終了時評価調査の結果に関する協議議事録の署名・交換を

行った。 
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第3章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入の実績 
３－１－１ 日本側の投入 

(1) JICA専門家  
プロジェクト開始から 2018 年 6 月（一部予定を含む）までの JICA 専門家の投入は、

233.3M/M である。そのうち長期専門家は 166.6M/M（合計 6 人）派遣されており、プロ

ジェクトの全体運営、REDD+政策、準国 REDD+実施メカニズム構築、森林管理、業務調

整を担当した。短期専門家の投入は、プロジェクト開始から 2018 年 1 月まで 66.7M/M

（合計 34 人）であり、下表に示すような様々な分野に特化した活動を実施した。（詳細

は合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 6 参照。） 

 

分分野野  回数 人数 日数 M/M 
[長長期期専専門門家家]      
チーフアドバイザー/森林・REDD+政策 2 2 1,254 41.3  
森林管理/REDD+に関する地方制度開発 1 1 729 24.0 
参加型森林管理/REDD+デモンストレーション 1 1 1,095 36.0 
フィールドレベルの REDD+計画・実施/REDD+
デモンストレーション 

1 1 481 15.9 

業務調整/生物多様性保全、準国レベル REDD+
実施体制/火災制御（業務調整） 

2 1 1,497 49.4  

長期専門家 小計 7 6 5,056 166.6  

     

[短短期期専専門門家家]     
総括/REDD+プロジェクト計画 13 2 147 4.9 
炭素モニタリングシステム構築/森林 GIS・データ

ベース 
10 3 84 2.8 

炭素モニタリングシステム構築 2 1 126 4.2 
森林バイオマス調査/排出要因特定 10 2 152 5.1 
社会経済調査 9 1 113 3.8 
森林管理/REDD+地方制度構築 1 1 60 2.0 
IJ-REDD+の今後 2 年間の準備 3 3 65 2.2 
準国レベル REDD+実施体制/能力開発/火災制御 1 1 29 1.0 
現場レベルの REDD+計画・実施 2 1 61 2.0 
国家 REDD+戦略 1 1 51 1.7 
森林・REDD+政策 3 1 75 2.5 
生物多様性/業務調整 1 1 53 1.8 
業務調整 3 1 78 2.6 
参照レベル構築 2 1 15 0.5 
衛星画像分析（参照レベル構築） 4 1 51 1.7 
総括/能力向上計画 1 1 3 0.1 

研修モニタリング 1 1 8 0.3 
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分分野野  回数 人数 日数 M/M 
ファシリテーションスキル強化 4 1 35 1.2 
ファシリテーション講師/フィールド・アドバイ

ザー/教材作成 
4 1 27 0.9 

ファシリテーション研修 2 1 18 0.6 

総括/アドバイザー 6 1 110 3.7 

土壌科学/現地調査調整 8 1 123 4.1 
数値環境モニタリング/地下水分布評価 8 1 117 3.9 

GIS/泥炭地分布評価 6 1 110 3.7 

モニタリング体制管理 3 1 72 2.4 
地下水モニタリング 3 1 41 1.4 

IJ-REDD+コンサルテーション調査団 5 2 169 5.6 

短期専門家 小計 116 34 1,993 66.7 

JICA専門家 合計 123 40 7,049 233.3 

 

(2) 本邦研修 
本邦研修は、プロジェクト開始から 2017 年 8 月までに 11 回実施され、100 人（合計

58.8 M/M）が参加した。気候変動、持続可能な森林管理、リモートセンシング、生物多様

性と国立公園管理システムなど、プロジェクトの活動に関連した様々なトピックスが本邦

研修でカバーされた。2018 年 4 月に最後の本邦研修が実施される予定である。（詳細は合

同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 7 参照。） 

 

研修タイトルと内容 参加者数 日数 M/M 備考 

気候変動と持続可能な森林管理 13 7 3.03  

国立公園管理のためのコミュニティファシリテーション 11 14 5.13  

森林モニタリングシステム能力向上 – 衛星画像と GIS
を活用した土地被覆分析 9 12 3.60  

国立公園管理のためのコミュニティファシリテーション 12 20 8.00  

森林モニタリングシステム能力向上 – 衛星画像と GIS
を活用した土地被覆分析 10 14 4.67  

中央カリマンタン州における泥炭地温室効果ガス排出の

試験的算定 5 14 2.33  

国立公園における生物多様性保全 8 16 4.27  

森林資源のためのリモートセンシング 9 49 14.70  

気候変動と持続可能な森林管理 13 11 4.77  

森林資源のためのリモートセンシング 2 49 3.27  

国立公園における生物多様性保全 8 19 5.06  

日本の国立公園管理システム- 協働管理 5 - - 実施予定 

合計 105 225 58.83 - 



 

10 
 

 

(3) 現地活動費 
プロジェクト開始から 2017 年 12 月までに日本側から支出された現地活動費は、308 億

インドネシアルピーである18。（詳細は、合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 8

参照） 
（単位：百万 IDR） 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 合計 

4,815.82 5,866.92 6,138.72 4,635.03 9,327.88 30,784.36 
* 2017 年度の支出額は、2017 年 4 月〜12 月分である。 

 
(4) 供与機材（合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 9 参照） 

プロジェクト開始から 2017 年 12 月までに合計 12 億インドネシアルピーの機材が供与

された。主な供与機材は、SESAME 機器、自動車、オートバイ、プロッター、コンピュー

ター、GPS である。 

 

３－１－２ インドネシア側の投入 
(1) カウンターパートの配置  
プロジェクトのカウンターパートは以下に示すように配置され、JICA 専門家と共に活動

に当たってきた。カウンターパートの詳細は合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 

4 に示すとおりである。 

 

全体統括： 環境林業省官房長官（Secretary General of MoEF） 

全体的な技術および調整監督： 環境林業省 生態系・自然資源保全総局長（Director General of 

Ecosystem and National Resources Conservation: ENRC）MoEF） 

技術面における全体的な方向性

のアドバイザー： 

環境林業省 気候変動総局長（Director General of Climate Change 

Control: CCC, MoEF） 

プロジェクト・ダイレクター： 環境林業省 生態系・自然資源保全総局 森林保全環境サービス局長

（Director of Environmental Service of Conservation Forests (DESCF), 

ENRC, MoEF） 

プロジェクト・マネージャー： 環境林業省 生態系・自然資源保全総局 森林保全環境サービス局地

熱炭素部副部長（Deputy Director of Geothermal and Carbon, Directorate 

of Environmental Services of Conservation Forests (DESCF), ENRC, 

MOEF 

実施ユニット： 成果 1: 西カリマンタン州 REDD+作業グループ 

成果 2: グヌンパルン国立公園 

成果 3: 中央カリマンタン州環境局および REDD+関係機関 

                                                        
18 日本円に換算すると、約 2.6 億円である。（JICA 為替レート：IDR 1＝ JPY 0.00878（2014 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 

0.00927（2015 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.00853（2016 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 0.008427（2017 年 3 月）、IDR 1＝ JPY 
0.00824 （2017 年 12 月）） 



 

11 
 

成果 4: 西カリマンタン州クタパン県森林土地火災予防作業グループ

とクタパン県 4 郡の 21 対象村 

成果 5: 環境林業省 生態系・自然資源保全総局 森林保全環境サービ

ス局 

ナショナル・コーディネー

ター： 

全体調整のためにフルタイム職員を環境林業省より配置 

 

(2) 施設等 
JICA 専門家とナショナルスタッフの事務所スペースが以下のように提供された。事務所

の水道・光熱費はインドネシア側によって負担されている。 

 ジャカルタの環境林業省内 

 ポンティアナックの西カリマンタン州政府内 

 グヌンパルン国立公園事務所内 

 西カリマンタン州クタパン県事務所内（2017 年以降） 
 パランガラヤ大学内（2013〜2016 年） 

 

(3) その他費用 
 環境林業省、グヌンパルン国立公園、西カリマンタン州のカウンターパートの国内出張

旅費や謝金等の費用がインドネシア側によって負担された（中間レビュー調査報告書

より19）（合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 5 参照） 

 これらの費用に加え、インドネシア政府は UNFCCC COP23 へ参加するための旅費や環

境林業省によるプロジェクト活動のモニタリングのための旅費を負担している。 
 
３－２ 成果（アウトプット）の達成度 

プロジェクトの開始から終了時評価調査時点までの成果（アウトプット）の達成度と、プロ

ジェクト期間終了までの達成見込みは次に示すとおりである。なお、アウトプットの達成度

は、「達成済」、プロジェクト期間終了までに「達成見込み」「一部達成見込み」「達成され

ない見込み」の 4 段階で示した。 

 

(1) 成果 1  

成果 1: 西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。 
1-1. 対象 4 県のベースマップ

と参照排出レベルが整備

される。 

＜達成済＞ 

 対象 4 県であるクタパン県、カヨンウタラ県、クブラヤ

県、厶ンパワ県（ポンティアナック県より改名）のベー

スマップは、プロジェクトの短期専門家（REDD+計画・

調査）によって 2016 年 3 月に作成された。 

 西カリマンタン州 REDD+作業グループ（以下、「州作

業グループ」という。）は、プロジェクトや他の REDD+

                                                        
19 中間レビュー調査ではインドネシア政府によって負担された費用が報告されているため、終了時評価調査でもインドネシ

ア側の負担事項の情報提供を環境林業省に要請したが、情報は入手できなかった。 
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成果 1: 西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。 
関係機関と共に 2016 年 3 月に州森林参照排出レベル

（Forest Reference Emission Level：FREL）に関する議論

を開始し、2016 年 9 月に国の森林参照排出レベルと整

合する形で州森林参照排出レベルを設定した。 

 州作業グループは 2016 年 9 月に「西カリマンタン州

FREL」と題した文書を発行すると同時に、同年 8 月に

メキシコで開催された Governor’s Climate and Forest の
年次会議20および同年 11 月にマラケッシュで開催され

た UNFCC COP22 において州森林参照排出レベルにつ

いて発表した。 

  
ベースマップ 西カリマンタン州森林参照排出

レベル（FREL） 
 
 

1-2. 西カリマンタン州の

REDD＋および（あるい

は）州温室効果ガス削減

行動計画のための

REDD+戦略が作業グルー

プによって改訂される。 
＜達成済＞ 

 州作業グループは、プロジェクトおよび他の関係機関と

協力して、2017 年 9 月に州 REDD+戦略（SRAP）の改

定作業を終えた。改定版には、1）ベースラインとして

の州森林参照排出レベル、2）2014 年施行の地方政府に

関する法律 23/2014号による森林管理に係る権限の県か

ら州への移譲、3）インドネシア政府の省庁再編による

様々な変更点 − が反映されている。 

 州 REDD+戦略改定版は、2017 年 9 月に東カリマンタン

州バリクパパンで開催された Governor’s Climate and 

Forest の年次会議で発表されている。 

 この改定版は、西カリマンタン州において政府や関係者

の開発活動の指針や REDD+活動の計画立案や実施の指

針として活用されている。 

                                                        
20 Governor’s Climate and Forest Task Force は 2009 年にブラジル、インドネシア、米国の 10 都市の知事によって発足したタス

クフォースであり、REDD+と排出量低減に向けたジュリスディクショナル・アプローチ（Jurisdictional Approach）を前進

させる目的で設置された。2009 年以降、メンバー国も増加し、現在ではブラジル、コロンビア、エクアドル、インドネシ

ア、コートジボアール、メキシコ、ナイジェリア、ペルー、スペイン、米国から 34 の知事が加盟している。(Governor’s 
Climate and Forest Task Force の HP：https://gcftf.org/about/) 2018 年 2 月アクセス。 
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成果 1: 西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。 

 
州 REDD+戦略改定版 

 

1-3. 西カリマンタン州におい

て、プロジェクトで開発

された REDD+モデルが準

国レベルの REDD+枠組み

に統合される。 

＜達成見込み＞ 

 プロジェクトでは、西カリマンタン州における CO2 排

出モニタリングに取組んでおり、初めての CO2 排出モ

ニタリング報告書の最終編纂を進めている。2018 年 2

月には州知事の承認を得た後に正式に公表される予定

である。 

 プロジェクトでは、プロジェクト終了後も州作業グルー

プが自力で CO2 排出モニタリング報告書を毎年作成で

きることを目的に、報告書の作成手順を示した標準業務

手順書（Standard Operating Procedures: SOP）をプロジェ

クト期間終了までに作成する予定である。  

 州作業グループでは、プロジェクトの支援によってセー

フガード情報システムの設計について議論を進めてお

り、プロジェクト期間終了までに、この設計を完了する

予定である。 

 残りの協力期間において、準国レベルの REDD+制度と、

グヌンパルン国立公園やクタパン県などの現場レベル

における CO2 排出量モニタリングの活動がリンクする

21ようになる必要がある。これに向けてプロジェクトで

は、リンクさせるために必要となるプロセスを設計中で

ある。 

1-4. 州レベルの REDD+戦略

の実施からの教訓がまと

められる。 

＜達成見込み＞ 

 上記の「指標 1-2」で述べたように、州森林参照排出レ

ベルの設定、省庁再編に伴う REDD+担当機関の変更な

どの環境の変化に対応した州 REDD+戦略の改定版が策

定された。 

 改定版は 2017 年 9 月に発行されたばかりであるため、

現行の州レベルの REDD+戦略の実施からの教訓を包括

                                                        
21 リンクさせる（あるいは整合させる（Nested））とは、「発展途上国では、REDD+に関する早期のアクションは地域住

民、市民団体、地方政府や準国レベルで取られることが多い。「整合」という作業は、このような早期のアクションに動

機を与え、より広域な準国や国の REDD+が構築されれば、その枠組みに組み込まれる」と、Conservation International の文

書で説明されている。https://www.conservation.org/global/peru/publicaciones/Documents/nested_approach_english.pdf （2018 年

2 月 16 日アクセス） 
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成果 1: 西カリマンタン州において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備される。 
的にまとめるためには、今後一定の時間が必要である

22。 

成果 1の全体的な達成度：達成見込み 

プロジェクト期間の前半では、プロジェクトは準国レベルの REDD+の枠組み構築のために必

要な基礎情報の収集や、ワークショップ等の普及啓発活動通じて関係者の REDD+に関する理

解の促進に努めてきた。このような取組みは、REDD+の実施メカニズムを構築するための土

台となり、2016 年以降、州森林参照排出レベルの設定、州 REDD+戦略の改定、CO2排出量モ

ニタリング体制の構築などの主だった成果発現につながった。残りの協力期間において、西カ

リマンタン州の CO2 排出モニタリング報告書が年次で作成される体制を確立することと、州

セーフガード情報システムの設計を完了する必要がある。 

 

(2) 成果 2  
成果 2: グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが形成される。23 
2-1. プロジェクト計画書

（PDD）が関係機関によっ

て承認される。 
＜達成見込み＞ 

 REDD+のアプローチがプロジェクトアプローチからジュ

ディスディクショナルアプローチ（ Jurisdictional 

Approach）へシフトしたことに伴い、REDD+活動に関す

るプロジェクト計画書の作成はプロジェクト活動として

不要となった。このため、中間レビュー調査以降は現場レ

ベルにおける地域住民との連携体制（RBM：Resort-Based 

Management）24を通じた協働管理体制の構築と SMART シ

ステム25の整備に注力してした。これらは、国立公園にお

ける森林減少・森林劣化の抑制に直接貢献するものであ

る。 

 プロジェクトでは、現在グヌンパルン国立公園向けの国

立公園管理に関する 42種類の SOPを作成中であり、RBM

や SMART システムに関する SOP も含まれている。（詳

細は合同終了時評価調査報告書（英文）の Annex 11 参照） 

2-2. CO2の排出量が各地域の森

林参照排出レベルと比較さ

れる。 

＜達成見込み＞ 

 グヌンパルン国立公園の CO2 排出量はプロジェクトの短

期専門家（REDD+計画・調査）によって算出されている。

残りの協力期間では、州・県レベルやグヌンパルン国立公

園における CO2 排出量の算定結果と国レベル（国の森林

参照排出量レベル）が整合する必要がある。 

                                                        
22 残りの協力期間においても現行の州 REDD+戦略の実施の教訓をある程度まとめることは可能であるため、達成見込みと

判断した。 
23 中間レビュー後に PDM は改定されたが、プロジェクト活動によって得られる成果が正確に表現されていないため（特に

指標 2-1 と 2-3）、可能な限りプロジェクトの活動と指標がリンクするように情報をまとめた。 
24 Resort Based Management (RBM)とは、国立公園管理（リゾート、セクション、バライレベル）の意思決定のアプローチであ

り、リゾートオフィサーが収集した情報やベースライン情報として編纂された情報をベースに意思決定される。RBM の制

度はインドネシア政府が推進している国立公園におけるコミュニティとの協働管理体制である。 
25 プロジェクトではオープンソースである SMART システムを導入し、このシステムを活用するために PC、デジタルカメ

ラ、GPS、情報収集研修などを提供し、本システムを活用した情報収集の拡大につとめた。  
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成果 2: グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが形成される。23 
2-3. 生物多様性保全とコミュニ

ティに対するプロジェクト

の影響の評価結果がまとめ

られる。 

＜達成見込み＞ 

 グヌンパルン国立公園において SMART システムに関す

るベースライン調査が実施され、データ収集プロセスと

データベースの構築などのデータ収集体制が構築されて

きた。  

 残りの協力期間では、グヌンパルン国立公園の職員が、収

集データのチェックやクリーニング26、データの加工や分

析に係る総合能力を強化し、収集されたデータをベース

に国立公園の活動計画（特にパトロール計画）を策定でき

るように支援する必要がある。 

 現場レベルでの管理体制を強化するために RBM が制度

化され実践されてきた。グヌンパルン国立公園のリゾー

ト職員27は、現場レベルにおける国立公園管理を目的とし

た活動をコミュニティと協働できる体制を整えた。 

2-4. 様々な関係機関のフォーラ

ムの下で共同活動が実施さ

れ、定期的にモニタリング

される。 

＜達成見込み＞ 

 国立公園の関係者で形成される「ランドスケープ協議会

（インドネシア語ではフォーラム SAGUPA という）」は

2015 年に設立された。このフォーラムのメンバーは、グ

ヌンパルン国立公園、州計画局、州の関連局、NGO、民

間企業などのメンバーから構成される。 

 2015 年〜2016 年の間、ランドスケープ協議会は非常に活

発に活動を展開しており、月次で会合が開催されていた。

近年、協議会の活動レベルは停滞気味である28 29。 

成果 2の全体的な達成度：達成見込み 

中間レビュー以降、成果 2 では REDD+の実施に貢献するグヌンパルン国立公園の管理体制強化を

目指した活動に重点が置かれてきた。特に、国立公園の管理能力の実務的な向上、地域住民との協

働管理体制の強化（RBM の強化）、生物多様性に関する体系的な情報収集システム（SMART シ

ステム）、ランドスケープ協議会の強化に重点が置かれた。残りの協力期間では、SMART システ

ムのデータ管理能力の強化（特にデータチェックとクリーニングや収集データを国立公園管理に

活用する能力）とランドスケープ協議会の活性化に取組む必要がある。 

成果 2 の活動で実施されたファシリテーション研修は、グヌンパルン国立公園の職員にとって非

常に有益であることが確認された。研修前、国立公園職員と地域住民の関係は良好とは言えなかっ

たが、研修後、国立公園の職員のコミュニケーションスキルが劇的に向上し、地域住民との信頼関

係やパートナーシップが構築されるようになった。この結果、グヌンパルン国立公園が実施して

                                                        
26 収集すべきデータとその項目がきちんと収集されているか等のチェックするプロセス 
27 グヌンパルン国立公園には 9 つのリゾートがあり、1 つのリゾートに 3〜4 人の職員が配置されている。  
28 PDM が改定された時期（2015 年〜2016 年）においては、ランドスケープ協議会が法人となり REDD+プログラムに応募し

活動基金を受ける資格を得ることが期待されていた。その後、企業の社会的貢献（Corporate Social Responsibility：CSR）等

の民間資金の獲得が可能となったため、フォーラムが法人となり REDD+の資金を得るインセンティブがなくなった。この

ような背景があるため、現在では、国立公園管理の関係者の協働体制を促進することがフォーラムの主な機能となっている。 
29 英文の報告書を作成した 2018 年 1 月中旬時点では、フォーラムの活動は停滞気味であった。しかしながら、本調査団がグ

ヌンパルン国立公園を訪問した後、同公園事務所内でフォーラム活動を活性化していくことが決定された旨が 1 月 29 日に

開催されたラップアップ会議で報告された。 
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成果 2: グヌンパルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルが形成される。23 
いる地域住民向けの生計向上プログラムの促進にもつながっている。またグヌンパルン国立公園

では、公園内における違法伐採が減少したと見ている30。 

 
(3) 成果 3 
成果 3: 中央カリマンタン州において、州レベルの炭素モニタリング能力が向上する。 
3-1. 精緻化された泥炭地の炭

素モニタリングが州政府

によって実践される。 

＜達成見込み＞ 

 成果 3 では、中央カリマンタン州で実施された調査結

果や成果を検証し、泥炭地地下部における炭素排出量

のモニタリング手法を精緻化することを目指してい

る。泥炭地における炭素モニタリング手法は、2010 年

〜2014 年に実施された SATREPS 案件「インドネシア

国泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト」で

開発されており、本プロジェクトではその手法をベー

スに、SESAME 機器31を活用して泥炭地の水位をモニ

タリングする方法を 2016 年 6 月までに精緻化してい

る。 
 中央カリマンタン州では、5 人で構成されるコア・チー

ムを形成し（メンバーはパランカラヤ大学、州関連局、

森林研究開発局（FORDA）、セバンガ国立公園の職員）、

「 Guidebook for Estimating Carbon Emissions from 

Tropical Peatlands in Indonesia”」 32という実務者向けの

ガイドブックを編纂した。このガイドブックには、

SESAME 機器を活用した泥炭地における炭素排出量を

算定する手法がまとめられている。 

 大学と州関連局では、この手法を活用して泥炭地の炭

素排出量を算定している。 

 一方、SESAME 機器を開発・提供している日本企業が、

本プロジェクトで導入した 2 基の SESAME 機器からの

観測データを技術評価応用庁（Agency for the Assessment 

and Application of Technology (BPPT)）のサーバーに転送

する取り決めになっているが、本調査時点ではその手

続きが実行されておらず、データにアクセスできない

状態であった 33 34。 
                                                        
30 グヌンパルン国立公園のフィールド事務所へのインタビュー結果より。 
31 SESAME は泥炭地の水位、気温、泥炭の湿度、水質等を自動的に観測できる機器である。設置するセンサーによって測定

できるパラメーターを変更できる。 
32 インドネシア語の題名は「Panduan Pendugaan Emisi Karbon Dari Lahan Gambut Ttropis Di Indonesia」である。 
33 プロジェクトでは、SESAME 機器導入以降この日本企業（みどり工学研究所）に連絡を取り、データを BPPT（技術評価

応用庁）へ転送するよう要請してきたが、1 月 29 日の時点ではデータは転送されていなかった。その後、2 月 2 日にみど

り工学研究所からデータが転送されたとの連絡を受けたため、当該の課題は解決したといえる。 
34 2018 年 2 月に至るまで本プロジェクトで導入した 2 基の SESAME からのデータは活用不可であったが、これまでに他の

JICA プロジェクトや泥炭回復庁（BRG）によって 18 基の SESAME が既に導入されており、これらの機器から得られる観

測データを活用することは可能であった。  
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成果 3: 中央カリマンタン州において、州レベルの炭素モニタリング能力が向上する。 
3-2. 中央カリマンタン州の土

地セクターにおける炭素

モニタリングが州政府に

よって定期的に実施され

る。 

＜達成見込み＞ 

 中央カリマンタン州では、SESAME あるいは手動で地

下水位を測定する手法、そして機器を活用した炭素モ

ニタリングを実践している。一方で、プロジェクトで供

与・設置した SESAME2 基からのデータが活用できな

いことが課題であり（詳細は上述のとおり）、プロジェ

クト終了までにデータが BPPT（技術評価応用庁）に転

送され、活用されることが望まれる35。 

 さらに、2018 年 1 月までに中央カリマンタン州で観測・

収集された炭素モニタリングのデータが政策や計画策

定に活かされるように取組む必要がある。 

成果 3の全体的な達成度：達成見込み 

中央カリマンタン州では、SATERPS で開発された手法をベースに SESAME の観測データを

活用した新しい炭素モニタリング手法を実践しており、その手法をまとめた実務者向けのガ

イドブックも整備された。プロジェクトでは、ワークショップやセミナーを通じて泥炭地にお

ける観測・報告・検証（MRV）の実施も促進してきた。こうした活動を通じて、中央カリマ

ンタン州における炭素モニタリング能力が向上したと考えられる。プロジェクトで供与・設置

した SESAME2 基の観測データにアクセスできないというアフターケアに関する問題は、

SESAME のメーカー企業に改めて連絡を取ることによって早急に解決され36、プロジェクト

終了までに SESAME からのデータが関係者間で広く共有・活用されることが望まれる。さら

に、関係者、特に州政府が炭素モニタリングのデータを政策や計画策定に活かすことが望まれ

るため、データの活用を今後も促進していく必要がある。 

 

(4) 成果 4 
成果 4: 西カリマンタン州において、森林・土地火災抑制にかかる温室効果ガスの排出削減

活動が集結される。 

4-1. 森林・土地火災抑制に関

する活動計画が策定され

る。 
＜達成済＞ 

 県令 No 141/BAPPEDA–D/2017「森林・土地火災予防作

業グループ37の設置」による県知事の指示の下、2017 年

3 月に県計画局、県・郡の関係局、土地・森林火災予防

村落ファシリテーションチーム（Village Facilitation 

Team for Land and Forest Fire Prevention: VFT）38で構成

される県作業グループが結成された。 

 コミュニティベースの火災予防対策の枠組みが作業グ

ループと 4 郡の対象 21 村によって承認され、その後対

                                                        
35 BPPT（技術評価応用庁）で公開されているデータは、www.ptpsw.bppt.go.id/poduk/gwl で閲覧可能である。SESAME2 基の

データも BPPT（技術評価応用庁）へ転送されれば、このウェブ上でデータが閲覧可能となる予定である。  
36 前述のように、合同終了時評価調査報告書（英文）を作成した時点では未解決であったが、2 月上旬にはこの問題は解決

された。 
37 終了時評価時点では、県作業グループのメンバーは 15 人であった。 
38 VFT(TPD)は JICA 技術協力プロジェクトの「泥炭湿地林周辺地域における火災予防のためのコミュニティ能力強化プロ

ジェクト」（2010〜2015）で形成されている。 
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成果 4: 西カリマンタン州において、森林・土地火災抑制にかかる温室効果ガスの排出削減
活動が集結される。 

象 21 村において森林・土地火災予防の活動計画が策定

された。活動計画は作業グループとプロジェクトと共

に 3 カ月ごとにレビューされている。 

4-2. 対象村におけるホットス

ポット数が減少する。  

＜達成済＞ 

 クタパン県とカヨンウタラ県39のホットスポット数は

下表に示すとおりである。2014 年のホットスポット数

が 5,370 件と最高値を示している。  

 現段階では、プロジェクトが両県のホットスポット数

の減少に直接影響したかどうかを検証することは困難

である点に留意する。 

 
表 3-1 県別・州のホットスポット数 

 クタパン県・カヨ

ンウタラ県 西カリマンタン州 

2013 765 3,221 

2014 - 5,370 

2015 776 2,711 

2016 201 1,576 

2017  89   642 
出所：NOAA 
注：NOAA のデータでは、クタパン県とカヨンウタラ県の合計件

数のみ示されている。 

 

成果 4の全体的な達成度：一部達成見込み 

これまで対象 4 郡 21 村の森林・土地火災予防に関する活動計画が策定され、さらに将来プロ

ジェクト実施のインパクトを測定する目的で、選定した対象 6 村における火入れの実施状況

や火災抑制状況に関するベースライン調査が実施されてきた。県作業グループのメンバーは、

プロジェクト活動を通じて計画策定能力を向上させており、これによって県で策定した様々

な計画の整合性をチェックできるようになった40。一方、コミュニティレベルで成果 4 に関す

る活動が開始されてから 7 カ月しか経過していないため、上記に述べた 2 つの指標は満たさ

れているものの成果 4 が本来目的としている「森林・土地火災抑制にかかる温室効果ガスの

排出削減活動の集結」の実現にはまだ時間を要し、同時に西カリマンタン州におけるホットス

ポット数の減少への貢献にも時間を要するため、成果 4 の達成度は「一部達成見込み」と判断

した。 

 

(5) 成果 5 

                                                        
39 成果 4 が対象とする県はクタパン県だけであるが、NOAA のデータではクタパン県とカヨンウタラ県の合算データのみが

利用可能であった。 
40 西カリマンタンクタパン県の県作業グループへのインタビューより。 
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成果 5: 国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照される。 
5-1. プロジェクトでの結果が

発表され環境林業省と

REDD+の国家関連機関に

認識される。  

＜達成済＞ 

 西カリマンタン州と国レベルで REDD+を担当してい

る環境林業省・気候変動総局は、会議を開催する際に双

方の関係者を招聘することで、REDD+実施メカニズム

構築のプロセスを共有している。 

 

5-2. プロジェクトの結果や成

果を活用して、国レベル

の REDD+メカニズムが開

発される。 

＜達成済＞ 

 プロジェクトでは、森林保全環境サービス局と政策・気

候変動に関する研究開発センターと協力し、REDD+に

おける「森林保全の役割（Role of Conservation）」の概

念を具体化するための調査を実施してきた。同調査は

2017 年 8 月に開始され、2018 年 5 月に終了する見込み

である。 

 環境林業省（森林保全環境サービス局）は、現在「森林

保全における炭素サービス」という新省令を準備中で

ある。同省は、REDD+の実施を促進するために、国立

公園管理における非炭素価値を定量化し、国立公園管

理に民間の CSR 資金（企業の社会責任（Corporate Social 

Responsibility：CSR）に関心を示す民間資金）を呼び込

むための制度をこの省令に盛り込むことを予定してい

る。そのため、CSR 資金の投資効果を評価する体制整

備も併せて目指している。上述した調査の結果が本省令

の策定に反映される予定である。 

 さらに森林保全環境サービス局では、将来、森林保全に

おける非炭素価値の定量化の手法を示した技術ガイド

ライン（Directorate General (DG) Regulation）の策定を予

定しており、上述の調査結果は、この新ガイドラインの

策定にも貢献すると考えられる。 

成果 5の全体的な達成度: 達成見込み 

これまで中央政府と西カリマンタン州の間で情報が共有され、国レベルの REDD+実施メカニ

ズムの構築過程に本プロジェクトの成果が参照され、今後も引き続き活用されると考えられ

る。森林保全に関する調査結果が予定どおり 2018 年 5 月までに終了し、その結果が REDD+

関係者にも広く共有されることが望まれる。  

 

３－３ プロジェクト目標の達成度  
プロジェクト目標：西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施

メカニズムが構築される。 
1. 森林炭素モニタリングにお

ける政策文書が西カリマン

 プロジェクト目標の記述である「西カリマンタンおよ

び中央カリマンタン州において RDDD+の実施メカニ

ズムが開発される」は、成果 1 の「西カリマンタン州
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プロジェクト目標：西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施
メカニズムが構築される。 

タン州政府によって作成さ

れる。 

＜達成済＞ 

において、準国レベルの REDD+の枠組みが整備され

る」と非常に類似しており、同様にプロジェクト目標

の指標 1 と成果 1 で設定されている指標も重複してい

る。 

 成果 1 の項で示したように、西カリマンタン州の森林

参照排出レベルや州 REDD+戦略などが、これまで西カ

リマンタン州作業グループによって作成された主要な

政策文書である。 

2. 西カリマンタン州において

プロジェクトが開発した

REDD+事業モデル活動に関

する新しい REDD+文書の有

効性が立証される。 

＜達成見込み＞ 

 成果 1で述べたように、西カリマンタン州における CO2

排出モニタリング報告書が作成されつつあり、2018 年

2 月には発行される予定である。 

 2018 年 6 月までにプロジェクトではグヌンパルン国立

公園や県等の現場レベルの CO2 排出量と州レベルの森

林参照排出レベルをリンクさせる方法に重点を置く予

定である。 

3. プロジェクトで開発された

手法（国レベルの手法と整

合）を用いた泥炭地モニタ

リングが中央カリマンタン

州で活用される。 

＜達成見込み＞ 

 中央カリマンタン州では既にプロジェクトで精緻化し

た泥炭地の炭素モニタリング方法を実践している。 

 SESAME の観測データが BPPT（技術評価応用庁）に転

送され蓄積される予定であり、これらのデータも泥炭

地モニタリングに活用されることになる。 

 中央カリマンタン州での活動に加え、プロジェクトで

はインターフェロメトリック SAR（衛星画像）41を適

用して泥炭地の沈下状況を把握する手法を開発中であ

る。この手法によって、環境林業省気候変動総局では

より正確に炭素モニタリングをできることになる。プ

ロジェクト終了の 2018 年 6 月までにこの手法は開発

される見込みである。 

4. 西カリマンタン州における

森林火災制御の国レベルの

教訓がまとめられる。 

＜一部達成見込み＞ 

 現時点では、西カリマンタン州における土地・森林火

災制御の活動実施から得られた教訓はない。この活動

の効果を得るためには、まだ時間が必要であり、プロ

ジェクト終了までに有益な教訓が得られるかどうかは

不確実である。 

プロジェクト目標の全体的な達成度：達成見込み 

指標をベースにプロジェクト目標の達成度を検証すると、上述した結果からプロジェクト終

了までに全ての指標の達成を満たすことは難しいものと考えられる。しかしながら、終了時評

                                                        
41 2 つの合成開口レーダ画像を用いて、干渉処理により地形の標高や変動量を求める技術。（一般財団法人リモート・セン

シング技術センターの HP より。https://www.restec.or.jp/glossary/insar） 
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プロジェクト目標：西カリマンタン州および中央カリマンタン州において、REDD+の実施
メカニズムが構築される。 

価調査の結果、西カリマンタン州では州森林参照排出レベルの設定、州 REDD+戦略の改定、

CO2排出モニタリング体制の構築等にみられるように、同州における REDD+実施メカニズム

が構築されてきたと言える。中央カリマンタン州でもプロジェクトによって精緻化された手

法を活用して現場レベルでの炭素モニタリングが実践されている。このように、顕著な成果が

みられることから、両州における REDD+実施メカニズムが構築されていると判断できる。そ

のため、プロジェクト終了する 2018 年 6 月までにプロジェクト目標は達成されると判断した

42。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 
上位目標：プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国レベルの REDD+体制

整備において活用される。 

1. プロジェクトで開発された

REDD+モデルが REDD+メ

カニズムの資金を獲得す

る。 

＜現時点では不明＞ 

 今後、西カリマンタン州が REDD+メカニズムの資金獲

得のための申請をすることが期待されている。現時点

で申請可能な資金は、1）緑の気候基金（Green Climate 
Fund: GCF）の資金（GCF による成果支払いによるパイ

ロットプログラム）、2）ノルウェー政府の拠出による

10 億米ドルの REDD+基金43、3）CSR 資金である44。 

 西カリマンタン州が準国レベルの REDD+として

REDD+メカニズムの資金を獲得するかどうかは、上記

「2）の REDD+基金」および GCF（西カリマンタン州

と環境林業省が申請すると決断した場合）の決定次第

である。 

（*: 現地調査最終日に環境林業省でノルウェー政府提

供の REDD+資金の運用方法を検討している担当部署

にヒアリングしたところ、基金運用の省令は既に作成

済であり、上位レベルの法的枠組みとなる大統領令の

承認を待っている段階とのことであり、これが承認さ

れれば REDD+メカニズムによる資金の獲得の可能性

が高まる。） 

 

３－５プロジェクトの実施プロセス 
実施プロセス 

                                                        
42 REDD+にはセーフガードと REDD+実施のための資金も考慮される必要があるため、インドネシア関係者は今後もさらに

REDD+の実施促進のために取組むべき項目がある点に留意すべきである。 
43 インドネシア政府はノルウェー政府と 10 億米ドルの段階的資金の拠出を伴う REDD+準備および実施に関する覚書（Letter 

of Interest: LOI）を 2015 年 10 月に締結した。 
44 グヌンパルン国立公園で操業しているパームオイル会社が CSR 資金の提供を申し出ている。新省令の「森林保全に関する

炭素サービス」が承認されれば、このような CSR 資金も森林保全に対する公式な企業貢献として認可されることになる。 
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プロジェクトの実施期間を通じて、プロジェクトの円滑な実施に影響を及ぼした要因が以

下のように特定された。 

 2014 年にインドネシア政府内の省庁再編が実行され、プロジェクトのカウンターパート

機関であった林業省も、環境省や REDD+庁等の気候変動を取り仕切っていた関連機関と

統合され、環境林業省として再編された。中央レベルでの省庁再編に伴い、州や県レベ

ルの地方の関係局も再編された。 

 上述の省庁再編に加え、2014 年頃には国際社会やインドネシアにおいて REDD+を取り

巻く環境が大きく変化し、これに対応するために 2013 年に署名された本プロジェクトの

R/D も改定されることとなった。JICA と環境林業省は中間レビュー調査後に R/D の改定

に着手したが、予想以上に改定と長期専門家の派遣手続きに時間を要した。この間、JICA

では調査団ベースで専門家を派遣することによってプロジェクト活動に遅延が生じない

よう対応し、プロジェクトの進捗の遅れを最小限に留めたが、プロジェクトの円滑な実

施に少なからず影響を及ぼしたと言える。  

 

プロジェクトの運営管理とモニタリング 

 R/D に規定されているように、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）45が

これまで 3 回開催され、活動計画の承認、実施プロセスのレビュー、活動結果のモニタ

リング等が行われた。プロジェクトが直面している課題や対応を含む必要な事項は JCC

で共有・議論された。  

 プロジェクトでは、プロジェクト活動を管理するためのツールとして SOP を作成し、カ

ウンターパートと共有して、これをベースにプロジェクト活動を進めていた。SOP はカ

ウンターパートと活動を共同で推進し、活動状況を把握するための効果的なツールで

あった。 
 

コミュニケーション 

 中間レビュー調査では JICA 専門家とインドネシア側のカウンターパートとのコミュニ

ケーションは不十分であり、円滑な活動実施へ影響が出ていると報告されていた。しか

しながら、プロジェクトの後半には両者のコミュニケーション状況は改善されている。 

 JICA 専門家は 2 つのチャネルを活用してインドネシア側のカウンターパートとの意思

疎通を推進してきた。ひとつは、直接カウンターパートとコミュニケーションを取る方

法である。もうひとつはプロジェクトのナショナルスタッフ（プログラムオフィサーや

プロジェクトスタッフ）を通じてインドネシア側とコミュニケーションを図ることであ

る。ナショナルスタッフは、ジャカルタ、ポンティアナック（西カリマンタン州）、ク

タパン46（西カリマンタン州）、パランガラヤ（中央カリマンタン州：2013 年〜2016 年）

にあるプロジェクト事務所に配置され、技術的な支援および、州、県、国立公園事務所

等のカウンターパートとのコミュニケーションや調整業務等も担い、円滑なプロジェク

ト活動の実施に貢献した。 

                                                        
45 インドネシアではプロジェクト運営委員会（Project Steering Committee：PSC）と呼ばれることが多いため、本プロジェク

トでもこの名称も並行して活用されていた。 
46 クタパン県には、クタパン県事務所とグヌンパルン国立公園事務所の 2 ヶ所にプロジェクト事務所が設置されている。  
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カウンターパートのコミットメントとプロジェクト関係者の関与度 

 中間レビュー調査では、本プロジェクトは、コミュニティレベルから郡・県・州の政府

職員および複数の部署から数多くの職員の参加を求める実施体制を整備したため、その

運営管理は非常に複雑になり、その結果、本プロジェクトの目的や活動について理解し

ているインドネシア関係者が少ないとの報告を受けた。プロジェクトの後半は、上記の

「コミュニケーション」でも述べたように、JICA 専門家とカウンターパートのコミュニ

ケーションレベルは劇的に改善されており、これによってプロジェクト活動に対するイ

ンドネシア側関係者のコミットメントも高まったと言える。 

 これに加え、REDD+をとりまく状況が大きく変化したこともインドネシア関係者のコ

ミットメントレベルを更に高めた要因として挙げられる。REDD+は国際社会における新

しい政治的かつ技術的な課題であり、非常に複雑で不確実な要素を多く含んでいたが、

2015 年 12 月に開催された UNFCCC COP21 において、REDD+に関する概念や技術的な

方法論がある程度明確化され、REDD+に焦点を当てた本プロジェクトの目的や内容もイ

ンドネシア側関係者にとってより明確になり、プロジェクト活動へのコミットメントも

高まったと言える。 
 

３－６ 中間レビューの提言に対するその後の対応状況 
2015 年 3 月に実施された中間レビュー調査の提言に対するプロジェクト側の対応は以下のと

おりである。 

 

中間レビュー調査団による提言  プロジェクト側の対応 

(1) プロジェクト戦略 

 REDD+におけるジュリスディクショ

ナル・アプローチ（jurisdictional 

approach）にしたがってプロジェクト

の戦略を見直すこと。 

 中間レビュー調査後、JICA 専門家と環境林業省

はプロジェクトの戦略を見直し、PDM を改定。

改定版 PDM は 2016 年 6 月に承認された。 

(2) プロジェクト戦略  

 上記の（1）に伴い、プロジェクトの

設計を見直すこと。 

(3) プロジェクトの運営管理 

 プロジェクト関係者のプロジェクト

への理解を促進すること。 

 プロジェクト運営管理のための共通

ツールについて関係者で合意するこ

と。 

 西カリマンタン州における州レベル

の REDD+活動を強化すること。 

 プロジェクトの後半、REDD+実施に関する理解

が深まるにつれ、関係者のプロジェクトに関する

理解は劇的に図られ、プロジェクト活動も促進さ

れた。 

 プロジェクトではプロジェクト運営管理のため

の SOP を作成し、共通の管理ツールとして環境

林業省と共有してきた。 
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中間レビュー調査団による提言  プロジェクト側の対応 

 フィールドレベルにおけるプロジェ

クト活動の広報を促進すること。 

 「0３－２ 成果（アウトプット）の達成度の（1）

成果 1」に示すように、西カリマンタン州におけ

る REDD+の活動は促進されている。 

 成果 4 の活動結果は、西カリマンタン州の報道機

関と共有し、メディアでも取り上げられた。さら

に、西カリマンタン州の準国レベルの REDD+の

枠組み構築については、英語で小冊子の形式でま

とめられ、「0３－２ 成果（アウトプット）の

達成度、（1）成果 1」で述べたように国際会議で

配布されている。 

(4) その他  

 民間セクターの参画を促進するこ

と。 

 プロジェクトによって強化された関

係者の能力を取り込み活用するこ

と。 

 民間セクターはグヌンパルン国立公園の主導で

開催されているランドスケープ協議会に参加し

ている。また CSR 資金の提供にもコミットメン

トを示しており、民間セクターとの連携促進に

よる参画が促進されている。 

 プロジェクトが能力強化を図った人材は、プロ

ジェクトを推進する原動力となっており、プロ

ジェクト活動の推進のみならず日々の業務遂行

においても、強化された能力を活用している。 
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第4章 評価結果47 

 

４－１ 妥当性 
プロジェクトの妥当性は高いと判断した。 

 
(1) インドネシア政府の政策との整合性 

 インドネシア政府は、国家政策や国家計画において炭素排出量削減や REDD+実施のた

めの国および地方レベルでの取組みに重点を置いており、本プロジェクトはこうした政

策や計画と整合している。具体的な方針等は、2010 年 12 月に発行された「温室効果ガ

ス排出削減に係る国家計画 2010-2020（RAN-GRK）」や 2014 年 1 月発行の「州温室効

果ガス削減行動計画（RAD-GRK）」に示されている。 

 さらに、インドネシアでは、2016 年 11 月に「インドネシア国が決定する約束草案（仮

訳）第 1 版（First Nationally Determined Contribution Republic of Indonesia）」を発行し、

「2020 年以降、インドネシアは排出量削減のためのこれまでのコミットメントを超え

た進展を見込み、最新の排出レベル評価に基づき、対策を講じない場合の将来予測値

（Business as Usual：BAU）比で 2013 年までに自国による取組みとして（条件なしで）

29％の排出削減、国際的な支援を受けて（条件付きで）41％の削減を目標値として設定

する」と述べている。 

 プロジェクトでは、構築された準国レベルの REDD+実施メカニズムを国レベルの

REDD+に統合することを目指し、そのために準国レベルの REDD+実施メカニズムの整

備を支援してきた。したがって本プロジェクトは、上記のインドネシア政府の政策に合

致している。 

 

(2) 日本政府の政策との整合性 
 本プロジェクトは日本政府の政策とも整合している。日本の「対インドネシア共和国国

別援助計画（2012年4月）」では、3つの重点分野（中目標）を設定しており、そのひと

つに「アジア地域および国際社会の課題への対応能力向上のための支援」を設定してい

る。本プロジェクトは、この重点分野における環境保全・気候変動プログラムの枠組み

で実施されている。 

 さらに、本プロジェクトは、2011年に日本政府とインドネシア政府が締結した気候変動

に関する二国間協力の内容とも整合している。 
 

(3) インドネシアのターゲットグループのニーズとの整合性 
 本プロジェクトは、中央や地方政府の REDD+関係機関（州・県政府のみならず国立公

園も含む）の REDD+実施に関する能力強化を支援しており、その支援内容は REDD+関

連機関のニーズや活動計画の内容と合致している。これらの関係機関は、炭素排出量の

                                                        
47 評価結果は、「高い」「比較的高い」「中程度（いくつかの課題あり）」「比較的低い」「低い」の 5 段階で判断した。 
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削減が責務であり REDD+関連の活動を推進しており、REDD+のメカニズムの体制整備

に適用できる気候変動関連の知識や実用的なスキルを強化する必要があった。 

 コミュニティレベルでは、違法伐採、森林の農地への転換、土地・森林火災の発生が多

くみられるため、コミュニティレベルにおける森林保全と火災予防に関する普及啓発に

力を入れ、政府機関とコミュニティ間での協働体制を確立するニーズが高かった。プロ

ジェクトは、土地・森林火災抑制と森林保全活動に重点を置く必要のあるコミュニティ

も対象としており、この観点からもプロジェクトはターゲットグループのニーズに合致

している。 

 

(4) プロジェクトデザインの適切性 
 中間レビュー調査の提言を受けて、プロジェクトの設計とプロジェクト期間はプロジェ

クト実施期間中に変更された。これは、インドネシア政府の省庁再編（森林セクターの

担当省庁の再編）だけでなく、国際社会やインドネシアにおいて REDD+を取り巻く環

境の変化に対応するためである。プロジェクトの設計の変更に伴って指標も改訂されて

おり、これら一連の改訂は妥当だったと言える。 

 

４－２ 有効性 
プロジェクトの有効性は高いと判断した。 

 プロジェクトの目標として設定されている 4 つの指標の達成度を検証した結果、最初の

3 つの指標はプロジェクト終了までに達成される見込みであるが、西カリマンタン州に

おける森林・土地火災制御からの教訓を得るという 4 つ目の指標の達成は困難であると

終了時評価調査では判断した。しかし、最初の 3 つの指標の達成をもって、準国レベル

の REDD+の実施メカニズムが構築されたと判断できるため、「0３－３ プロジェクト

目標の達成度」で示したように、総合的にプロジェクト目標は達成されると言える。 

 プロジェクトで設定されている成果とプロジェクト目標の関係を検証した結果、5 つの

成果は全て準国レベルにおける REDD+の実施メカニズムの構築に貢献している。具体的

には、西カリマンタン州における準国レベルの REDD+枠組み整備（成果 1）、グヌンパ

ルン国立公園とそのランドスケープの REDD+事業モデルの形成（成果 2）、中央カリマ

ンタン州における炭素モニタリング能力の向上（成果 3）は、REDD+実施メカニズムの

構築に直接貢献している。西カリマンタン州における森林・土地火災の予防活動（成果

4）は、炭素の排出量を削減する重要な取組みのひとつとして認識されている。プロジェ

クト成果を国レベルのREDD+実施メカニズムの整備プロセスに反映させること（成果 5）

は、準国レベルの REDD+と国レベルの REDD+の整合に貢献すると言える。 

 プロジェクト開始からこれまでプロジェクトの効果に影響を及ぼす外部要因はみられな

かった。 
 したがって、プロジェクトは準国レベルの REDD+実施メカニズムの構築において非常に

効果的だったと判断できる。 
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４－３ 効率性 
プロジェクトの効率性は比較的高いと判断した。 

 「0３－２ 成果（アウトプット）の達成度の（4）成果 4」で言及したように、土地・

森林火災抑制活動に焦点を当てた成果 4 の活動の開始時期が遅延したために、成果 4 の

達成度は当初想定したほどは高くないが、全般的にプロジェクトは期待された成果を創

造する見込みと判断した。 

 機材、現地活動費、JICA 専門家等の投入は、質・量の面で適切であり、5 つの成果を

生みだすために十分に活用され、プロジェクト活動を推進した。一方、投入のタイミン

グ面では、R/D の改定作業と JICA の長期専門家の派遣手続きに時間を要したため、

2016 年から 2017 年にかけて 1 年間ほど長期専門家を派遣することができないという状

況を招いた。本邦研修は REDD+政策、気候変動、持続可能な森林管理、国立公園にお

ける生物多様性保護、コミュニティ・ファシリテーション、森林モニタリングに関する

カウンターパートの知見と力量を高めることに役立ち、REDD+実施におけるそれぞれ

の役割やプロジェクト活動に対する理解を深めることに貢献した。 

 本プロジェクトでは、西カリマンタン州で実施された JICA 技術協力による「泥炭湿地

林周辺地域における火災予防のためのコミュニティ能力強化プロジェクト」（2010～

2015）や中央カリマンタン州で実施された科学技術協力案件「泥炭・森林における火災

と炭素管理」（2009～2014）の成果を活用しており、プロジェクトの効率性を高めてい

る。 

 その一方で、「0３－５プロジェクトの実施プロセス」で示したように、以下のような

点がプロジェクトの円滑な実施に少なからず影響を及ぼしている。ほとんどの課題はプ

ロジェクトの前半に見られたものであり、後半にはその状況は改善されている。 

 2014 年にインドネシア政府の省庁再編により、プロジェクトを取り巻く環境の変

化が生じた。（外部要因） 

 2015 年の UNFCCC COP 21 で明確に打ち出されたように、REDD+のアプローチが

プロジェクト・アプローチからジュリスディクショナル・アプローチにシフトし

た。この変化に伴って、プロジェクトでは 2013 年に署名した R/D を改定する必要

が生じ、プロジェクトの設計とアプローチを準国レベルの REDD+に焦点を当てる

ように変更した。予想外に R/D の改定作業に時間を要したため、プロジェクトの

進捗にやや影響を及ぼした。（外部要因） 

 中間レビュー調査では、本プロジェクトには多くの関係者が関与していたため、プ

ロジェクトの前半に JICA 専門家とインドネシア側カウンターパートとのコミュニ

ケーションに課題が確認されている。（内部要因） 

 

４－４ インパクト 
プロジェクトのインパクトの発現のためには、今後取るべき方策や課題が残っているため、

現時点でインパクトの発現を判断するのは困難である。 

 

上位目標の達成見込み 
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 プロジェクトの上位目標は「プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが国

レベルの REDD+体制整備において活用される」である。終了時評価調査時点におい

て、環境林業省気候変動総局は、西カリマンタンの州作業グループと州 REDD+の実施

メカニズム構築のプロセスを共有しており、この情報を REDD+に関する省令の策定に

活用してきた。この観点から上位目標は達成される可能性が高いと言える。 

 一方で、本プロジェクトの上位目標の指標は「プロジェクトで開発された REDD+モデ

ルが REDD+メカニズムの資金を獲得する」と設定されており、現時点においてこの指

標の達成見込みは不透明である。この指標は西カリマンタン州が準国レベルの REDD+

として REDD+メカニズムの資金を獲得することを想定している。しかしながら、終了

時評価調査を実施した時点では、REDD+の資金スキームや制度が十分整備されるかど

うかの見通しは立っていないため48、達成度を判断することは困難である。現時点でア

クセス可能な REDD+資金は、緑の気候基金（GCF）による成果支払いプログラム、ノ

ルウェー政府からの支援による REDD+基金、あるいは民間資金やその他国際的資金で

あるが、西カリマンタン州が現時点でこれらのいずれかの資金に申請するかは不確実で

あり、申請のためには外部/国際的な支援が必要だと思われる。 

 

その他のインパクト 

 環境林業省の環境・林業における人材教育と研修センターが、本プロジェクトの成果 2

の活動としてグヌンパルン国立公園を対象に実施されたファシリテーションスキル研修

の成果を評価しており、同研修に関するトレーナー研修のマニュアルを作成している。 

 現在、国レベルにおける泥炭地の CO2排出モニタリングシステムが構築されているとこ

ろであり、本プロジェクトで作成された「Guidebook for Estimating Carbon Emissions from 

Tropical Peatlands in Indonesia」がこのシステム構築に活用されている。 
 

４－５ 持続性 
プロジェクトの持続性は、プロジェクト終了後もプロジェクトの効果が持続するかどうかを

検証する。持続性は、総合的に判断して中程度と評価した。 

 

(1) 政策 （高い） 
 気候変動および森林保全に関する政策は、「0４－１ 妥当性」で示したように、現在

でもインドネシア政府で維持されており、政策面の持続性に問題はない。同政府では、

インドネシアでは、2016 年 11 月に発行された「インドネシア国が決定する約束草案

（仮訳）第 1 版（First Nationally Determined Contribution Republic of Indonesia）」におい

て「2020 年以降、インドネシアは排出量削減のためのこれまでのコミットメントを超

えた進展を見込み、最新の排出レベル評価に基づき、BAU 比で 2013 年までに条件なし

で 29％の排出削減、条件付きで 41％の削減を目標値として設定する」と述べている。

同政府では 2010 年 12 月の「温室効果ガス排出削減に係る国家計画 2010-2020（RAN-

                                                        
48 「0３－４ 上位目標の達成見込み」で述べたように、ノルウェー政府との LOI による REDD+基金の運用規定を盛り込ん

だ省令が間もなく発出される予定であり、その後この資金へアクセスできる可能性が高まると考えられる。 
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GRK）」や 2014 年 1 月の「州温室効果ガス削減行動計画（RAD-GRK）」、2012 年に

REDD+国家政策など重要な政策文書も発行しており、今後も政策環境は良好である。 

 

(2) 制度面 （高い） 
 終了時評価時点では、環境林業省において REDD+や森林保全に関するいくつかの制度

が策定中であった。したがって、制度面の持続性も確保されると考えられる。 

 具体的には、現在、環境林業省気候変動総局で REDD+に関する省令（あるいはガイド

ライン）を作成中である。同省の森林保全環境サービス局では森林保全における炭素

サービスの省令を作成中であり、同局では非炭素価値を評価し、CSR 資金の投資効果

を評価するための技術ガイドラインを将来作成する予定である。 

 
(3) 組織面 （比較的高い） 

 全般的にインドネシアの REDD+関係者は REDD+実施を継続的な推進していくことに対

して強いコミットメントを示しており、同政府も REDD+の実施に対して強くコミットメ

ントしている。したがって、国レベルあるいは西カリマンタン州において REDD+メカニ

ズムに関する必要な人材を継続的に配置することは可能と考えられ、組織面の持続性は

高いと言える。 

 西カリマンタン州政府も REDD+に関する強いコミットメントを示しているため、プロ

ジェクト終了までに CO2排出のモニタリング体制が確立されることが期待される。 

 グヌンパルン国立公園も国立公園管理と森林・生物多様性保全の強化に継続的に取組む

姿勢を示しており、これまで SMART システムを活用したデータ収集とデータ管理や

RBM およびランドスケープ協議会を通じた国立公園管理関係者との協働体制の強化に

努めている。同国立公園のマネジメント体制も確立しており、意思決定プロセスも明確

であるため、国立公園での組織面の持続性は確保されると判断できる。 

 県レベルでは、県作業グループが森林・土地火災の制御活動に強い取組み姿勢を示して

いる。ただし、県での活動が開始されて 1 年しか経過していないため、組織面の持続性

を検証するためにはさらに時間が必要である。 

 

(4) 財政面 （判断できない） 

 財政面の持続性を確保するためには、緑の気候基金（GCF）、ノルウェー政府支援の

REDD+基金、CSR 資金、あるいはその他の REDD+の資金メカニズムにアクセスする必

要がある。西カリマンタン州が REDD＋資金へアクセスするためには、今後も引き続き

国際機関等の支援が必要である。 

 グヌンパルン国立公園は、プロジェクトが取組んできた国立公園管理強化のための活動

の重要性を十分認識しているため、これらの活動を継続するために必要となる予算は確

保されると考えられる。 

 中央カリマンタン州でも、SESAME を活用した泥炭地炭素モニタリングの算定方法は有

益であると認識されているため、今後も炭素モニタリングに必要な予算は継続して確保

されると考えられる。 
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 REDD+の実施メカニズムとして、国レベルと準国レベルのリンクは重要であるため、今

後も引き続き、国レベルと準国レベルの REDD+はお互いに整合性を保つ形で構築され実

施されていくと考えられる。この活動に必要となる予算はそれほど大きくないため、財

政面の課題にはならないと考えられる。 

 

(5) 技術面 （判断できない） 

 成果 1 でみられたように、準国レベルの REDD+実施メカニズム構築に関して、州森林参

照排出レベルの設定、州 REDD+戦略の改定、CO2排出モニタリング体制の確立等の顕著

な成果が確認されているが、REDD+の実施にはまだ取組むべき課題があり、西カリマン

タン州には継続的な実施が望まれる。ただし REDD+に関する国際的な議論は常に進化し

ているため、西カリマンタン州にとって、このような国際的な潮流を常に理解・把握し、

インドネシアの状況に適応した助言を提供できる外部専門家の支援が必須だと考えられ

る。 

 プロジェクトが重点を置いてきたリモートセンシング、ファシリテーションスキル、デー

タ収集等の知識やスキルはカウンターパートに引き継がれており、今日まで効果的に活

用されてきた。グヌンパルン国立公園向けに作成された 42 冊の SOP が国立公園事務所

長に承認された後、国立公園管理業務に活用される見込みである。このようなポジティ

ブな面がある反面、技術面の持続性を確保するためには、残りの協力期間で SMART シ

ステムにおけるデータのチェック、データ加工やデータ分析のスキルを強化することと、

プロジェクトで強化したファシリテーションスキルを他の職員も活用できるように共

有・普及する必要がある。 

 

４－６ 結論 
プロジェクトは、これまで州森林排出参照レベルの設定、CO2排出モニタリング体制の確

立、森林保全や火災予防等を通じて、全般的に準国レベルの REDD+の枠組み構築を進めてき

た。プロジェクト活動を通じて、カウンターパートは REDD+関する知識を向上させ、REDD+

関連の業務遂行能力を向上させてきた。活動の開始が遅延したために効果発現までには時間を

要する成果 4 を除けば、計画されていた成果（アウトプット）は概ね達成される予定である。 

 

プロジェクトは、インドネシアのターゲットグループのニーズに合致しており、インドネシ

アおよび日本の両政府の方針にも合致している。また REDD+を取り巻く国際的な潮流の変化

に伴ってプロジェクトの設計を変更し、プロジェクト期間を延長したことも適切であり、プロ

ジェクトの妥当性は高いと判断した。プロジェクト目標はプロジェクト終了の 2018 年 6 月ま

でに達成見込みであり、5 つの成果（アウトプット）もプロジェクト目標の達成に貢献してい

るため、プロジェクトは、準国レベルの REDD+の枠組みを整備する点で有効だったと言え

る。プロジェクトの成果の達成度、適切な投入の量・質、JICA の他事業の成果活用面で効率性

は認められたが、プロジェクトの進捗に影響を及ぼした要因がいくつか特定されているため、

プロジェクトの効率性は、比較的高いと判断した。インパクトの発現のためには、今後、

REDD+や森林保全の役割に関する省令が策定・施行され、西カリマンタン州が準国レベルの
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REDD+として REDD+メカニズムの資金を獲得することが望まれる。政策および制度面の持続

性は確保され、組織面の持続性はある程度確保される見込みである。一方で、財政面および技

術面の持続性においては、今後満たされる条件や今後必要な取組みがあると終了時評価団では

判断した。 
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第5章 提言 

 

５－１ プロジェクト期間の終了までに対応すべき事項 
(1) プロジェクト終了後の持続的な活動実施に向けた継続的な議論 

本プロジェクトにおける西カリマンタン州での成果を踏まえ、今後同州の REDD+の活動

が継続的に実施され、発展していくことが必要である。そのため、残りの期間、国際ドナー

や NGO 等との議論を継続的に実施する。 

 

(2) 西カリマンタン州年次 CO2排出モニタリング報告書の作成 
西カリマンタン州の CO2排出モニタリング報告書初版が 2018 年 2 月に発行される予定で

あり、今後、年次報告書を作成するための州レベルの作業グループの十分な能力と組織的な

対応能力を向上させるため、プロジェクトは SOP を作成予定である。この実施要領に沿っ

て、終了時までに年次 CO2排出モニタリング報告書を作成する。 

 

(3) グヌンパルン国立公園における普及技術向上のための研修（ToT）実施 
グヌンパルン国立公園ではプロジェクトで習得した技術を積極的に普及していく職員が必

ずしも多くないことが判明した。公園職員と地域住民の関係強化に向け、プロジェクトで習

得した技術の普及は不可欠である。プロジェクトは今後公園職員の技術普及がプロジェクト

終了後も継続されるようにグヌンパルン国立公園の研修（ToT）実施を支援する。 

 

(4) グヌンパルン国立公園における SMARTシステムのデータ管理と利用 
本プロジェクトにおいて、グヌンパルン国立公園の職員は SAMRT システムを活用した

データ・情報収集の能力を向上させた。プロジェクト終了時までに、プロジェクトはデータ

の確認や収集されたデータ整理などを行う職員の配置など、組織的な対応能力強化を支援

し、データがシステムとしてグヌンパルン国立公園で管理されることを目指す。さらに、

データの加工や分析のための職員の能力強化を図り、パトロール計画などの活動に反映され

るように支援する。 

 

(5) フォーラム SAGURA（ランドスケープ協議会）に係る定期的な会合実施 
今回の終了時評価において、ランドスケープ協議会の活動を活性化する方針が決定された

ことを確認した。今後プロジェクト終了時までに、森林の保全・管理に関係する利害関係者

間の連携と協調を強化に向けた取組みを継続させるために、プロジェクトは、グヌンパルン

国立公園がランドスケープ協議会を定期的に実施するよう支援する。 

 
(6) 中央カリマンタン州における CO2排出のデータ収集と利用の促進 
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日本の民間企業開発の SESAME のデータが現状インドネシア側に共有されておらず49、早

急に、中央カリマンタン州に設置した 2 基の SESAME のデータが技術評価応用庁（BBPT）

に転送され、それらデータが今後の REDD+活動に活用されるようにプロジェクトは支援を

行う。 

 

(7) 西カリマンタン州の対象村において火災対策のための SOP準備に関する議論 
終了時評価では、対象村の住民グループ等で構成される村落ファシリテーションチーム

（VFT、あるいはインドネシア語で TPD）が泥炭火災の消火に貢献したことを確認したが、

その一方で現場での報告体制が明確に規定されていないため、SOP の整備が必要であるとの

問題意識があることも同時に確認した。この点において、プロジェクトは、県作業グループ

と協力して既存の SOP が VFT/TPD と共有・普及されるように支援する。必要に応じて SOP
の改定の活動についても現行の SOP に含めることを検討する。 

 

(8) 終了時評価調査団からの提言の共有と実施 

プロジェクトは、終了時評価調査団からの提言を合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）のメンバー等と早急に共有し、プロジェクトが終了する 2018 年 6 月までに

必要な措置を取ること 

  

                                                        
49 前述のように、現地調査の最終日に SESAME のデータが技術評価応用庁に転送されるようになったことが確認できたた

め、この点は既に解決済である。 
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第6章 教訓 

 

(1) REDD+をとりまく国際社会の動向は刻々と変化しているため、常に正確な情報を収集・分

析し、本プロジェクト活動に反映することが重要である。REDD+の国際動向に詳しく、関

連情報をプロジェクト実施に反映できるような人材の配置が必要である。 
 

(2) 本プロジェクトでは、JICA が過去に実施した 2 つの事業の成果を活用して、プロジェクト

活動を推進し、その結果、プロジェクトの効率性を高めることにつながった。このよう

に、過去に実施した関連事業がある場合、事業の効果的な実施や成果発現のために、それ

らの成果やアセット、また機材等を有効に活用する。 

 

以上 



　- 別添資料 -

別添資料１：終了時評価調査報告書（英文）

別添資料２：評価グリッド（日）（英）

別添資料３：環境森林省組織図
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施
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ク
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組
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が
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る
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ベ
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ス
マ
ッ
プ
と
参
照
排
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ベ

ル
が
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備
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れ
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。
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ッ
プ
、

FR
EL

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
西
カ
リ
マ
ン
タ

ン
州
政
府

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
質
問
票
調
査

 

 
 

指
標

1-
2：

西
カ
リ
マ
ン
タ
ン
州
の

R
ED

D
＋
お
よ
び
（
あ

る
い

は
）

州
温

室
効

果
ガ

ス
削

減
行

動
計

画
の

た
め

の

R
ED

D
+戦

略
が
ワ

ー
キ

ン
グ
グ

ル
ー

プ
に
よ

っ
て

改
訂

さ

れ
る
。

  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報

告
書

、
改

訂
さ

れ
た

R
ED

D
+戦

略
 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
西
カ
リ
マ
ン
タ

ン
州
政
府

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

 
 

指
標

1−
3：
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カ
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マ
ン
タ
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に
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ジ
ェ
ク

ト
で
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れ
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R
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R
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れ
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。
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レ
ベ
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ED

D
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略
の
実
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の
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訓
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と
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ら
れ
る
。
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と
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た
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書
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ク
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R
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れ
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ク
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画
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れ
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ク
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れ
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。
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さ
れ
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ク
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マ
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タ
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レ
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タ
リ
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グ
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。
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れ
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。
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に
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に
関

す
る

温
室

効
果

ガ
ス

削
減

の
活

動
が
結
集
さ
れ
る
。

 

指
標

4-
1：

森
林

火
災

抑
制

に
関

す
る

活
動

が
策

定
さ

れ

る
。

 
森

林
火

災
抑

制
に

関
す

る
活
動
計
画

 
 

JI
C

A
専

門
家

 
 
西

カ
リ

マ
ン

タ

ン
州
政
府

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
 

指
標

4-
2：

対
象
村
に
お
け
る
ホ
ッ
ト
ス
ポ
ッ
ト
数
が
減
少

す
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。
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。
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ク
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れ
る
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ェ

ク
ト
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捗

報

告
書
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央
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リ
マ
ン
タ

ン
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グ
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れ

た
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A
専
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リ
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タ
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。
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ェ
ク

ト
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報
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書
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ー

 

上
位

目
標

の
達

成
見
込
み

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

、「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
構

築
し
た
州

R
ED

D
+の

実
施
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
、
国

家
R

ED
D

+メ
カ
ニ
ズ
ム
に
統
合
さ
れ
る

」
見
込

み
か
。

 

指
標

1：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
構
築
し
た

R
ED

D
+モ

デ
ル
が

R
ED

D
+メ

カ
ニ

ズ
ム

か
ら
資
金
提
供
を
受
け
る
。

 
政
策
文
書

 
 
環
境
森
林
省

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
質
問
票
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

実
施
プ
ロ
セ
ス

活
動
の
進
捗

 
活

動
は

こ
れ

ま
で

計
画

ど
お

り
に

実
施

さ
れ

た

か
 

計
画
と
実
績
の
比
較

 
計

画
と

実
績

の
比

較

(P
O

)、
意
見
、

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
進
捗
報
告
書
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
関
連
文
書

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
環
境
森
林
省

 
 
西

カ
リ

マ
ン

タ

ン
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中
央
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マ
ン

タ
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州
政

府
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P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
質
問
票
調
査

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

体
制

・
シ

ス
テ
ム

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

を
促

進
す

る
た

め
に

用
い

ら
れ

た
主

な
ツ

ー
ル

は
何

か
、

ま
た

そ
の

ツ
ー

ル
は
効
果
的
か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
お

い
て

活
用

さ
れ

た
ツ

ー
ル

（
タ

ス
ク

フ
ォ

ー
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形

成
、

作
業

グ
ル

ー
プ

、
共

有
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ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
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ど
）

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報

告
書
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プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関

連
文
書

 

モ
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タ
リ

ン
グ
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制

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

は
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の
よ

う
に

モ
ニ

タ

リ
ン

グ
さ

れ
た

か
、

そ
の

方
法

は
効

果
的

だ
っ

た
か

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

結
果

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
管
理
に
反
映
さ
れ
た
か
。

 

Pr
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ec
t S

te
er

in
g 

Co
m

m
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ee
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)の

機
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と
そ
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結
果
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ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
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キ
ン
グ
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ル
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プ
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プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
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捗
報

告
書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関

連
文
書

 

関
係

機
関

、
関

係
者

の
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

関
係

機
関

や
関

係
者

の
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

管
理

す
る

た
め

に
確

立
さ
れ
た
か
。

 

JI
C

A
専

門
家
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
は
ど
う
だ
っ
た
か
。

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
方
法
や
頻
度

 

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
/プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

加
度

 

JI
C

A
専

門
家

、
環
境
森
林
省
、
州
政
府
（
西
、

中
央
カ
リ
マ
ン
タ
ン
州

）、
グ
ヌ
ン
パ
ル
ン
国
立

公
園

と
の

協
力

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

促
進

さ
れ
た
か
。

 

関
係
機
関
の
間
の
協
力
レ
ベ
ル

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書
、
意
見

 
 

JI
C

A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
西

カ
リ

マ
ン

タ

ン
・

中
央

カ
リ

マ
ン

タ
ン

州
政

府
 

 
G

PN
P 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

へ
の
参
加
状
況

 
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

へ

の
姿
勢

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
は

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
に
ど
の
程
度
関

与
し
た
か

 
 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

ど
の

程
度
関
与
し
た
か

 
 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

対
し

て
自
発
的
に
関
与
し
た
か

 

会
議
の
記
録

 
意
見

/見
解

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 



 
4 

調
査
項
目

指
標
（
基
準

評
価
方
法
）

必
要
な
情
報

デ
ー
タ

情
報

源
・

デ
ー

タ

収
集
方
法

大
項
目

小
項
目

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト
の
配
置

 
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
配
置
状
況

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置
は
適
切
だ
っ
た
か
（
量
・
質
） 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

進
捗

報

告
書
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー

ト
リ
ス
ト
、
意
見

/見
解

 

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
そ
の
他

 
中

間
レ

ビ
ュ

ー
の

提
言

に
関

す
る

そ
の

後
の

対

応
 

- 
- 

 
環
境
森
林
省

 
 
西

カ
リ

マ
ン

タ

ン
・

中
央

カ
リ

マ
ン

タ
ン

州
政

府
 

 
G

PN
P 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 

 ■
5
項
目
評
価

 

調
査
項
目

指
標
（
基
準

評
価
方
法
）

必
要
な
情
報

デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収
集
方
法

大
項
目

小
項
目

妥
当
性

イ
ン

ド
ネ
シ
ア

の
開
発

政
策
や
セ
ク
タ
ー
政
策

と
の
整
合
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
、
法
的
・
政
策
的

な
枠
組
み
に
変
更
は
な
い
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

/上
位
目
標
は

、
依
然
と
し
て
森
林
セ

ク
タ
ー
や
関
連
す
る
政
策
と
の
整
合
性
を
保
っ
て
い
る
か

 
R

EN
ST

R
A

 2
01

5-
20

19
 

R
A

N
-G

R
K

 
R

A
D

-G
R

K
 

R
ED

D
+ 

戦
略
（
国
・
州
レ

ベ
ル
）

 

 
B

A
PP

EN
A

S 
 
州
政
府
（
西
、
中

央
カ
リ
マ
ン
タ

ン
）

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

日
本

の
政
策
と
の
整
合

性
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
依
然
と
し
て
日
本
政
府

の
国
別
援
助
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
整
合
性
を

保
っ
て
い
る
か

 

日
本
の
政
策
の
重
点
支
援
分
野
に

森
林
保
全
や
気
候
変
動

が
含
ま
れ
て
い
る
か
。

 
対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
援
助
計

画
（

20
12

年
6
月
）

 
 
外
務
省

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

タ
ー

ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

/
受
益

者
の
ニ
ー
ズ
と
の

整
合

性
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
依
然
と
し
て
タ
ー

ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て

い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
や
上
位
目
標
は
、
終
了
時
評
価
調
査
時

点
で
も
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
に
と
っ
て
妥
当
か

 
環
境
森
林
省
、
州
政
府
、
グ

ヌ
ン
パ
ル
ン
国
立
公
園
や

そ
の
他
関
係
機
関
の
ニ
ー

ズ
 

 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
計
画
の

妥
当

性
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
や
関
係
者

が
抱
え
る
課
題
の
解
決
に
と
っ
て
妥
当

か
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
分
析

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
 

詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告

書
 

中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
報
告

書
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
の
関
連

機
関
や
関
係
者
の
意
見

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

有
効
性
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調
査
項
目

指
標
（
基
準

評
価
方
法
）

必
要
な
情
報

デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収
集
方
法

大
項
目

小
項
目

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成

見
込
み

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終

了
ま
で
に
達
成
さ
れ
る
見
込
み
か

 
PD

M
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標
を
ベ
ー
ス
に
達
成
度

を
検
証
す
る

 
PD

M
, P

O
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

関
連
資
料
、
こ
れ
ま
で
の
指

標
の
達
成
度

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

  
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
の
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
へ

の
貢

献
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
た
め
に
全
て

の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
が
重
要
だ
っ
た
か

 
PD

M
の
ロ
ジ
ッ
ク
の
チ
ェ
ッ
ク

 
PD

M
で
特
定
さ
れ
て
い
な
い
そ
の
他
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト

が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
必
要
だ
っ
た
か
を
チ
ェ

ッ
ク

 

意
見

 
協
議

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

促
進

/阻
害
要
因

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
の
促
進

/阻
害
要
因
は
あ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
に
影
響
を
及
ぼ
す

/及
ぼ
し
た

要
因
が
あ
っ
た
か
を
チ
ェ
ッ
ク

 
意
見
や
見
解
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
進
捗
報
告
書

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

効
率

性
 

 
 

 
 

ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
の
発
現

状
況

 
計
画
通
り
に
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
産
出
す
る

た
め
に
十
分
な
活
動
が
実
施
さ
れ
た
か

 
活
動
の
進
捗
と
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
状
況
を
チ
ェ
ッ
ク

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
、

PO
、
そ
の
他
関
連
報

告
書

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
質
問
票
調
査

 

進
捗

/ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
活
動
は
計
画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ
た
か

 
計
画
と
実
績
の
比
較

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
作
成
資
料

、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
、

PO
（

A
PO

）
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
 

計
画
ど
お
り
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
実
施
さ

れ
な
か
っ
た
場
合
、
遅
延
の
理
由
は
何
か

、

ま
た
遅
れ
を
取
り
戻
す
た
め
に
何
ら
か
の

措
置
が
取
ら
れ
た
か

 
ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
へ
の
投

入
の

変
換

 
投
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
量
、
質
は
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
を
産
出
す
る
た
め
に
適
切
だ
っ
た

か
 

計
画
と
実
績
の
比
較

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
作
成
資
料

、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
、
投
入
実
績
表

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

促
進

/阻
害
要
因

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
に
影
響
し
た

外
部

条
件
は
あ
る
か

 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
達
成
度
と
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
分
析
結
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

他
の

ド
ナ
ー
や
日
本
が

支
援

し
て
い
る
他
の
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
と
の
協
調

 

JI
C

A
の

他
事
業
や
他
ド
ナ
ー
の
支
援
事

業
と
の
連
携
連
携
は
あ
る
か
。

あ
れ
ば
そ

れ
に
よ
っ
て
効
率
性
を
高
め
て

い
る
か

 

—
 

支
援
・
連
携
状
況

 
 

JI
C

A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

イ
ン

パ
ク
ト

 
 

 
 

 

上
位

目
標
達
成
の
見
込

み
 

「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
構
築
し
た
州

R
ED

D
+の

実
施

メ
カ
ニ
ズ
ム
が

、
国
家

R
ED

D
+メ

カ
ニ

ズ
ム
に
統
合
さ

れ
る

」
見

込
み
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
度
の
チ
ェ
ッ
ク

 
上
位
目
標
達
成
の
た
め
に
必
要
な
措
置

 
PD

M
の
ロ
ジ
ッ
ク
を
チ
ェ
ッ
ク

 
上
位
目
標
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
外
部
要
因
を
チ
ェ
ッ

ク
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
報
告

書
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連
資

料
、
意
見

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
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調
査
項
目

指
標
（
基
準

評
価
方
法
）

必
要
な
情
報

デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収
集
方
法

大
項
目

小
項
目

そ
の

他
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
に
よ
っ
て
生
み
出

さ
れ
る
可
能
性
の
あ
る
そ
の
他
の
イ
ン
パ

ク
ト
（
正
・
負
）
は
あ
る
か

 

環
境
森
林
省
、
州
政
府
（
西
、
中
央
カ
リ
マ
ン
タ
ン
）
、
グ

ヌ
ン
パ
ル
ン
国
立
公
園
に
も
た
ら
さ
れ

た
正
負
の
変
化
は

あ
る
か

 

意
見
、
見
解

 
 

JI
C

A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 

持
続
性

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
効
果
持

続
の

見
込
み

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
る

効
果
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
持
続
す

る
見
込
み

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
が
関
連
機
関
に
よ
っ
て
継
続
さ
れ
る

見
込
み
が
あ
る
か

 
関
連
機
関
の
現
在
の
能
力

レ
ベ
ル
、
将
来
の
計
画
や
見

込
み

 

 
JI

C
A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
質
問
票
調
査

 

制
度

/政
策
面

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
は
、
政
策
の
重
点
を

R
ED

D
+の

実
施

に
置
き
続
け
る

か
 

R
ED

D
+の

実
施

や
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
に
関
す
る
政
策
や

計
画
が
謳
わ
れ
て
い
る
か

 
政
策
・
計
画
ペ
ー
パ
ー

、
見

解
 

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

政
府

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

 
R

ED
D

+の
実
施

や
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

の
取
組
み
に
関
す
る
制
度
面
の
整
備
に
お

け
る
課
題
は
あ
る
か

 

上
位
目
標
達
成
の
た
め
に
必
要
と
な
る
制
度
面
の
措
置
に

関
す
る
分
析
結
果

 
見
解
・
意
見

 
上
位
目
標
達
成
の
見
込
み

 
 

JI
C

A
専

門
家

 
 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

G
PN

P 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

組
織

/財
政
面

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了
後
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
推
進
し

て
き
た
活
動
を
継
続
す
る
た
め
の
予
算
を

配
分
す
る
見
込
み
が
あ
る
か

 

過
去

3
年
間
の
予
算
状
況

 
必
要
な
活
動
を
実
施
す
る
た
め
の
今
後
の
予
算
計
画

 
環
境
森
林
省
の
予
算
計

画
・
実
績

 
州
政
府
の
予
算
計
画
・
実
績

 
意
見

 

 
環
境
森
林
省

 
 
州
政
府

 
 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト
機
関
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
を
維

持
す
る
た
め
に
必
要
な
活
動
を
遂
行
す
る

十
分
な
能
力
を
有
す
る
か
（
ス
タ
ッ
フ
の

配
置
や
意
思
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